


Ｃ票（患者本人への意見聴取）

6 働くことについてお伺いします

２．働きたいが、まずは働くための訓練がしたい（資格等を取りたい）

１．働きたい⇒質問（２）へ

３．働きたくない

　⇒質問（３）へ

４．扶養されている（学生・主婦等）

（１）退院して社会生活が送れるようになっ
た場合、働きたいですか。

６．決められない・わからない

５．作業所や授産施設などに通う

６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（２）（１）で「働きたい」と答えた方へ質問し
ます。働くことについて以下のどの状態を

希望しますか。

（３）（１）で「働きたくない」「働けると思わな
い」「働かなくてもよい」と答えた方へ質問
します。どのような理由からそのように思
われましたか
※該当する番号に○をつけ、「７」を選択
した際は、サービス内容が把握できる場
合にはアルファベットに○をつけてくださ
い

１．年齢を考えると働くのは無理だと思う

２．身体的に働くのが困難なため

３．働く気がおきない

５．働かなくても収入がある

６．生活保護で生活できる

８．特に理由は無い

９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１．会社などの社員・職員として通常の仕事を毎日すること

２．会社などで負担の軽い仕事を毎日すること（障害者雇用）

３．パート・アルバイトなどで週に数日あるいは毎日短時間仕事をすること

４．自営業をすること

７．年金で生活できる（a.老齢基礎年金(厚生年金含む)、b.障害年金）

４．働けると思わない（働けない）

５．働かなくてもよい
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３．入院している理由 
入院している理由を見ると、「病気の状態がまだ良くなっていない」が職員の意見、患者

の意見共に最も多かった。二軸評価と「病気の状態がまだ良くなっていない」をクロス分

析すると、職員側の調査で、この回答した患者は(d)グループに多く、特に最も重要な理由

では 7 割弱だった。入院している理由の「病気の状態がまだ良くなっていない」と二軸評

価のクロス統計では(d)グループが半分弱だった。また、「退院の可能性」と二軸評価のクロ

ス統計では、「退院の可能性あり」は(a)グループ≫(b)グループ)≫(c)グループ≫(d)グループ

となっており「退院の可能性なし」は(a)グループ≪(b)グループ))≪(c)グループ≪(d)グルー

プだった。つまり、職員の評価がある程度正しいとすると、(d)グループには退院の可能性

が少ない患者が多くいて、退院できない理由は「病気の状態がまだ良くなっていない」と

いう結果になった。  
患者の意見と職員の意見の一致率を見ると、「最も重要な理由」では一致率は 27.0%で、

「複数回答」にあっては 88.6%になり、かなりの部分で一致していた。また、「住むところ

がない」「病院から退院の許可がおりていない」「家族が退院に反対している」「退院するの

が不安である」も高い値を示していた。 
(a)グループや(b)グループに属する患者は退院の可能性がより強いと考えられる。職員へ

の質問で、現在の病状で退院して生活できる可能性や生活能力として退院してできる可能

性のある患者はおそらくこのグループに属していると考えられる。また、患者への質問で、

条件が整えば退院したい患者は多くいた。この条件を一つずつ解決し、退院に導くことが

大切だと考える。 
 

４、退院先として考えられること 
検討会取りまとめにおいて[イ]地域生活の支援（1）居住の場の確保に向けた検討の中で、

①障害福祉サービスにおける住まいとしてグループホーム②高齢者向け住まいとして・特

別養護老人ホーム・養護老人ホーム・軽費老人ホーム・認知症高齢者グループホーム・有

料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅③その他で一般住宅の活用などをあげている

（P116－117 参照）。 
今回の調査では、退院先として職員の回答はグループホームが最も多く、認知症対応型

グループホーム・介護保険による施設・有料老人ホームも合わせるとかなり多くなる。自

宅もしくは賃貸住宅においても独り暮らしよりは家族と同居の方がはるかに高い。この結

果は検討会取りまとめと一致している。また、患者の希望は自宅もしくは賃貸住宅で家族

と同居が最も多く、グループホーム・福祉ホーム・生活訓練施設・老人福祉施設が続く。

つまり、どちらの側にたっても独り暮らしよりは援助や介護をしてくれる人のいる施設も

しくは家族との同居を望んでいる。これは、検討会取りまとめ[イ]地域生活の支援（１）居

住の場の確保①障害福祉サービス②高齢者向け住まいでも述べられている。 
職員も患者も退院先のグループホームや賃貸住宅の場所で病院の敷地内または近くであ

４．「精神障害者の地域移行及び地域生活支援に向けたニー

ズ調査」考察 
 
（１）調査結果全体を通じて 
 
１．調査した病院基本データ 
基本データからみると、今回の調査に協力してくださった病院（精神障害者を主に対象

にしている地域活動支援センターを受託している指定相談支援事業所（191 施設）へ協力の

可否等事前調査を行い、協力意向を示した 120 の指定相談支援事業所から聞き取り調査に

行った病院）は日本精神科病院協会の会員病院平均値に比べ、病棟機能分化が進んでおり、

しかも社会復帰施設の多くを持っている病院だと考えられる。 
 

２．患者基本データ 
 一年以上入院している患者は、ほとんどが統合失調症で、60 歳以上が多く、平均年齢は

60.4 歳だった。入院時の状況は、両親・姉妹兄弟やその他の家族と同居しているか、一般

病院もしくは精神科病院に入院、またはグループホームで生活していて、単身で住んでい

るのは全体で約 3 割だった。 
二軸評価を見ると(d)グループが半分弱で (d)グループは重症で退院の可能性は少ないと

考えられる。「退院の可能性」と二軸評価のクロス統計で、「退院の可能性あり」は(a)グル

ープ≫(b)グループ)≫(c)グループ≫(d)グループとなっており「退院の可能性なし」は(a)グ
ループ≪(b)グループ))≪(c)グループ≪(d)グループとなっていたことから裏付けられた。 

入院中の患者は障害年金等級を持っているが、精神保健福祉手帳は持ってない人が多く、

障害程度区分・要介護認定はほとんど申請していなかった。このことは、厚生労働省の「長

期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性（以後：検討会取りまと

め）」2.長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的対策の方向性［ア―2］本人の意向に

沿った移行支援（1）地域移行後の生活準備に向けた支援・入院中の精神障害者が、入院中

から、精神障害者保健福祉手帳等申告、障害年金の受給に向けた支援、社会福祉協議会の

日常生活自立支援事業や成年後見制度を活用するための支援、退院後に利用可能な障害福

祉サービス、介護保険サービス等について検討と準備（障害支援区分認定等を含む支給決

定の申請手続き、要介護認定等の申請手続きの周知等）ができるよう、取組を進める

（P115-P116 参照）。と一致し、今回の調査でも必要性が明らかにされた。 
身体合併症については半分弱が持っているが、高血圧・糖尿病が多かった。この値は一

般の人に比べて特に高い数値ではないと考えられる。 
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３．入院している理由 
入院している理由を見ると、「病気の状態がまだ良くなっていない」が職員の意見、患者

の意見共に最も多かった。二軸評価と「病気の状態がまだ良くなっていない」をクロス分

析すると、職員側の調査で、この回答した患者は(d)グループに多く、特に最も重要な理由

では 7 割弱だった。入院している理由の「病気の状態がまだ良くなっていない」と二軸評

価のクロス統計では(d)グループが半分弱だった。また、「退院の可能性」と二軸評価のクロ

ス統計では、「退院の可能性あり」は(a)グループ≫(b)グループ)≫(c)グループ≫(d)グループ

となっており「退院の可能性なし」は(a)グループ≪(b)グループ))≪(c)グループ≪(d)グルー

プだった。つまり、職員の評価がある程度正しいとすると、(d)グループには退院の可能性

が少ない患者が多くいて、退院できない理由は「病気の状態がまだ良くなっていない」と

いう結果になった。  
患者の意見と職員の意見の一致率を見ると、「最も重要な理由」では一致率は 27.0%で、

「複数回答」にあっては 88.6%になり、かなりの部分で一致していた。また、「住むところ

がない」「病院から退院の許可がおりていない」「家族が退院に反対している」「退院するの

が不安である」も高い値を示していた。 
(a)グループや(b)グループに属する患者は退院の可能性がより強いと考えられる。職員へ

の質問で、現在の病状で退院して生活できる可能性や生活能力として退院してできる可能

性のある患者はおそらくこのグループに属していると考えられる。また、患者への質問で、

条件が整えば退院したい患者は多くいた。この条件を一つずつ解決し、退院に導くことが

大切だと考える。 
 

４、退院先として考えられること 
検討会取りまとめにおいて[イ]地域生活の支援（1）居住の場の確保に向けた検討の中で、

①障害福祉サービスにおける住まいとしてグループホーム②高齢者向け住まいとして・特

別養護老人ホーム・養護老人ホーム・軽費老人ホーム・認知症高齢者グループホーム・有

料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅③その他で一般住宅の活用などをあげている

（P116－117 参照）。 
今回の調査では、退院先として職員の回答はグループホームが最も多く、認知症対応型

グループホーム・介護保険による施設・有料老人ホームも合わせるとかなり多くなる。自

宅もしくは賃貸住宅においても独り暮らしよりは家族と同居の方がはるかに高い。この結

果は検討会取りまとめと一致している。また、患者の希望は自宅もしくは賃貸住宅で家族

と同居が最も多く、グループホーム・福祉ホーム・生活訓練施設・老人福祉施設が続く。

つまり、どちらの側にたっても独り暮らしよりは援助や介護をしてくれる人のいる施設も

しくは家族との同居を望んでいる。これは、検討会取りまとめ[イ]地域生活の支援（１）居

住の場の確保①障害福祉サービス②高齢者向け住まいでも述べられている。 
職員も患者も退院先のグループホームや賃貸住宅の場所で病院の敷地内または近くであ

４．「精神障害者の地域移行及び地域生活支援に向けたニー

ズ調査」考察 
 
（１）調査結果全体を通じて 
 
１．調査した病院基本データ 
基本データからみると、今回の調査に協力してくださった病院（精神障害者を主に対象

にしている地域活動支援センターを受託している指定相談支援事業所（191 施設）へ協力の

可否等事前調査を行い、協力意向を示した 120 の指定相談支援事業所から聞き取り調査に

行った病院）は日本精神科病院協会の会員病院平均値に比べ、病棟機能分化が進んでおり、

しかも社会復帰施設の多くを持っている病院だと考えられる。 
 

２．患者基本データ 
 一年以上入院している患者は、ほとんどが統合失調症で、60 歳以上が多く、平均年齢は

60.4 歳だった。入院時の状況は、両親・姉妹兄弟やその他の家族と同居しているか、一般

病院もしくは精神科病院に入院、またはグループホームで生活していて、単身で住んでい

るのは全体で約 3 割だった。 
二軸評価を見ると(d)グループが半分弱で (d)グループは重症で退院の可能性は少ないと

考えられる。「退院の可能性」と二軸評価のクロス統計で、「退院の可能性あり」は(a)グル

ープ≫(b)グループ)≫(c)グループ≫(d)グループとなっており「退院の可能性なし」は(a)グ
ループ≪(b)グループ))≪(c)グループ≪(d)グループとなっていたことから裏付けられた。 

入院中の患者は障害年金等級を持っているが、精神保健福祉手帳は持ってない人が多く、

障害程度区分・要介護認定はほとんど申請していなかった。このことは、厚生労働省の「長

期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性（以後：検討会取りまと

め）」2.長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的対策の方向性［ア―2］本人の意向に

沿った移行支援（1）地域移行後の生活準備に向けた支援・入院中の精神障害者が、入院中

から、精神障害者保健福祉手帳等申告、障害年金の受給に向けた支援、社会福祉協議会の

日常生活自立支援事業や成年後見制度を活用するための支援、退院後に利用可能な障害福

祉サービス、介護保険サービス等について検討と準備（障害支援区分認定等を含む支給決

定の申請手続き、要介護認定等の申請手続きの周知等）ができるよう、取組を進める

（P115-P116 参照）。と一致し、今回の調査でも必要性が明らかにされた。 
身体合併症については半分弱が持っているが、高血圧・糖尿病が多かった。この値は一

般の人に比べて特に高い数値ではないと考えられる。 
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今回の調査では、6 割の患者は半年以内に退院したいと考え、そのうちすぐにでも退院し

たいは 4 割、条件が整えば退院したいは 5 割だった。このように、患者の多くは退院を望

み、彼らのニーズはまちまちであり、多機能にわたるサービス提供なくしては退院に導け

ない。患者一人一人の退院できない理由と希望により耳を傾け、本人の意向を最大限尊重

しながら問題解決してゆく必要性を感じた。 

ることを望んでいる人は多い。理由としては両者ともに緊急時の対応をあげている。この

ような具体的な住まいの実現によって、高齢長期入院精神障害者の退院が可能になってく

るのではないだろうか。また、職員の意見では、グループホームや賃貸住宅を病院敷地内

に設置することによって退院が可能となる理由として、退院意欲の喚起や決心しやすくな

ることをあげている。検討会取りまとめ[アー１]退院に向けた意欲の喚起（１）病院スタッ

フからの働きかけの促進②退院意欲の喚起を行うことができる環境の整備の意見と一致し

ている（P114 参照）。 
 

５．退院後に必要とされるサービス 
 職員の意見は、外来診療・デイケアに加えて精神科訪問看護・ACT・アウトリーチ（多

職種）チーム訪問など訪問系が多かった。これは障害者総合支援法等に係るサービス・介

護保険法に係るサービス・保健所・市町村・福祉事務所に対しても同じであった。 
それに比べ、障害者総合支援法等の就労系・入所系サービス・相談支援の利用、介護保

険等に係るサービスにおける通所系・入所系・複合系サービスが低かった。また、サービ

スは必要ないと答えたのは、地域医療では低いが、障害者総合支援法等に係るサービスで

は、介護保険等に係るサービス、その他のサービスではかなり高くなっていた。また、わ

からないと答えた職員は地域医療では低いが、障害者総合支援法等に係るサービス、介護

保険等に係るサービス、その他のサービス、今後必要なサービスではかなり高くなってい

た。これらの結果から見て、職員は地域にあるサービスに対する知識、特に障害者総合支

援法に係るサービス・介護保険法に係るサービスについての知識が不足していることが考

えられる。今回の調査では、患者の意見を相談支援員ら病院職員以外の人が代行した。彼

らの意見においても、自分たちと病院職員間で障害福祉サービス・介護サービスについて

の考えに大きな違いがあることを語っている。これは検討会のまとめ［ア―1］退院に向け

た意欲の喚起（1）病院スタッフからの働きかけの促進①病院スタッフの地域移行に関する

理解の促進でも述べられている（P114 参照）。今後、病院職員の更なる教育が必要である。 
患者の意見では、退院後必要なサービスは、食事・急に病気が悪くなった時の相談や対

処・服薬管理・金銭管理などが多かった。日中「活動」については、「行きたい」と答えた

患者は 4 割程度で、行ってみたいのはデイケアが多かった。また、「行きたくない」と答え

た人も 4 割程度であった。 
 

６、就職に対して 
「働きたい」「働きたいが、まずは働くための訓練がしたい」と答えた患者と「働きたく

ない」「働けると思わない」「働かなくてもよい」と答えた患者は同じぐらいの人数であっ

た。20 代 30 代 40 代 50 代は前者が多く、60 代 70 代 80 代は後者が多かった。「働きたく

ない」「働けると思わない」「働かなくてもよい」の理由は、年齢を考えると働くのは無理

だと思う、身体的に働くのが困難なためなどが多かった。 
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ない」「働けると思わない」「働かなくてもよい」の理由は、年齢を考えると働くのは無理

だと思う、身体的に働くのが困難なためなどが多かった。 
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ームを増やすことが必要と思われる。現在のグループホームは日中活動をする必要があり、

内容は作業所か生活介護などに限られているが、柔軟な対応で活動しなくても可能なタイ

プの物があっても良いのではないだろうか。場所はお互い安心な病院近くが理想だが、あ

くまでも管理をされない環境である事が求められる。 
地域で仕事をしていると、グループホームの職員さと話をする機会があるが、「困る入居

者」について尋ねたら「近隣に迷惑をかけるような出来事があると、入居者全体の印象が

悪くなるのでその点が一番困ります」と、返事があった。そのことからも、精神状態が安

定するだけでなく、生活面でも一定のルールが守れるなどの社会性や技術も必要とされる。 
 
今後、地域移行や地域定着を進めていくためには、医療と生活の両方の安定が求められ

るわけで、その為には病院と福祉が連携していくことが重要になってくる。 
 

（２）①調査実施者の立場から 
                             
今回アンケート調査で入院が長期化している患者さんに話を聞いていくと「病気が良く

なっていない」という理由が多かった事とともに、地域の様子がわからない、病院外での

生活をイメージできないという印象があった。 
このような状態の患者さんたちに退院支援をするためには何が必要か考えた時に「いろ

いろなサービスがあるので、病院でなくても暮らせますよ」と言ってあげられる職員と退

院できる場所が必要ではないかと思われた。 
病棟や訪問看護ステーションでの勤務経験と、普段地域で福祉の仕事に携わっているこ

とから感じたことを述べたいと思う。 
 
① 意識改革と退院喚起 
長期に入院している患者さんが退院するためには、訪問看護やデイケアなどの医療面だ

けでなく、生活面でも何らかの支援や見守りが必要となる場合が多い。その為、地域移行

を進めていくには地域の現状を知り、福祉サービスの知識がなければ現実的な支援はでき

ないだろう。 
看護師は問題解決型で教育を受けてきているので｢できない事｣を見つけるのを得意とし

ている。また、日常的に管理をしているので、そのことが「できる力」を失わせてしまっ

ている恐れがある。ストレングスに着目するように意識改革をしていかなければ、退院の

可能性を見出すことができないと思う。 
当センターでは、看護学生に精神科実習の中で相談支援専門員の仕事に同行して地域を

経験してもらっている。最近では看護学校の授業の中では地域への理解はかなり進んでき

ている。しかし、卒後教育は不足していて、病院で勤務していると地域の福祉サービスと

直接関わる事が少ないために、その知識は少ないと考える。 
意識を変え知識をもつ事で退院に向けての支援が出来ると思う。 

 
外部の人が積極的に病院に入る事ができる体制作りも必要。特にピアサポーターの役割

は有効なので、その養成は重要だと考える。しかし、社会資源の少ない地域では、なり手

不足の現実がある。同じ病棟に入院していて、退院して地域で生活している人の話を聞く

場を設定するのも良いかもしれない。 
長期に入院している患者さんは、退院後の生活をイメージできない人が多く支援が必要

ないと考える場合も多いので、体験訓練することのできる施設が必要で、体験する事で必

要な支援の内容を明確にできる。 
 

② 受け入れ先の確保 
自宅に帰ることやアパートで単身生活をする事にも課題が多いので、やはりグループホ
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（３）地域の相談支援に携わる立場から 
 
今回の調査結果をもとに、地域の相談支援に携わる立場から、若干の考察を加えたい。 

 
【本人の意向に誠実に応えて、丁寧に寄り添う支援】 
「病院に入院している理由」について、本人調査では、病気の状態が良くなっていない

が 31.1％あるものの、住むところがない、生活するためのお金がない、家族が退院に反対

している、退院するのが不安である、病院にいたいを併せると 37.6％となる。これが、病

院職員への調査では、前者が 52.9％であり、後者が 38.9％である。ここでは、両者の一致

率の問題はある（ただし、本人調査の病気の状態が良くなっていないと病院から退院の許

可がおりていないを併せると、病院職員の病気の状態が良くなっていないとの差は 4.7 ポイ

ントと少なくなる）が、特に、後者の理由で入院している人のうち、社会的要因により入

院が長期化している場合には、医療と福祉の連携を考え、障害者総合支援法による地域移

行支援の利用を検討する必要があろう。 
また、本人調査では退院したいが 59.2％、退院したくないが 23.4％、決められない・わ

からないが 17.3％であり、退院したい人の思いに誠実に応え、具体的な退院に向けたプロ

セスを共有することが必要であり、退院したくない人、決められない、わからない人へは、

本人の意向に丁寧に寄り添う支援が必要である。 
 
【地域移行支援を周知する】 
長期入院精神障害者の地域移行支援は、歴史的背景を考えると、その前提として支援と

責任を精神科医療機関だけに押しつけるのではなく、医療機関と地域の機関が連携して取

り組むべき重要な課題として捉える必要がある。障害者総合支援法では、精神科病院に入

院している１年以上の人を対象に地域移行支援として制度化されている。これは、市町村

が支給決定を行い、指定一般相談支援事業所が行うサービスである。病院職員への調査で

は、退院される場合に必要なサービスとしての相談支援はあげられているが、必ずしも「相

談支援事業所」についての認識は浸透していないことがわかる。 
障害者総合支援法のサービスのうち、特に「地域移行支援」については、病院内職員へ

の周知は言うまでもなく、入院している一人ひとりに「皆さんは、病院と連携した地域の

相談支援事業所による退院に向けた支援サービスが受けられます」と周知することは、極

めて重要な権利支援といえよう。 
 
【入院中から制度の利用を準備する】 
この調査の対象者のうち、６０歳以上が 58.7％、７０歳以上が全体の 23％であり、48％

の人には介護保険によるサービスを想定している。しかし、実際に要介護認定を受けてい

る人は 7.1％に過ぎない。また、79.8％の人に障害福祉サービスの利用を想定しているが障 

（２）②調査実施者の立場から 

 

精神科病院へ長期に入院している方を対象に、地域移行及び地域生活支援に向けたニー

ズ調査を実施し、その結果について考察する。 

退院後の居住の場についてグループホームや単身生活を希望する方は、安心した生活が

送られるように、生活の利便性を求める回答が多かった。地域で生活する精神障害者にと

って、生活に便利な市街地を居住場所に選ぶことは、支援側から見ても必要な条件である

と考える。医療機関、買い物、社会参加など、活動エリアのアクセスが便利であれば、本

人が望む暮らしに近づく。一方で、地域とつながる交通機関が少ない環境の場合は、社会

との接点が不足し、限定され、社会参加が制限される。居住支援については、建物の検討

だけではなく、本人が望む生活が可能となるために、交通機関や社会資源の調査が非常に

大きな要素となる。 

退院後のサービスについては、調査協力者の年齢が高く、入院期間も長期になっている

ためか、暮らしへの直接支援を希望する回答が多く得られた。食事の準備や調理等の項目

では、調理の他にも、食材の購入（交通手段）や生活習慣などを不安に思っている方がサ

ポートを希望している。食事については、調理に関する技術的な支援だけではなく、具体

的にどの部分のサポートが必要なのか、適切にアセスメントしていく必要性を感じる。一

方で、サポートを必要としないとの回答もあった。複数の選択肢から考察した上での結論

なのか、それとも、福祉サービス等の情報不足のためか、考えさせられる結果となる。日

中活動については、デイケア利用の希望が多かった。食事面のサポートと同様に、社会資

源を理解した上での結論かは不明である。相談者が望む生活の核心に迫る為には、しっか

りと向き合い、様々な選択肢を分かり安く丁寧に提示した上で、個々のニーズに添うサー

ビスを計画する事が、極めて重要であると考える。  

就労に関しては、調査を通じて、就労に対する動機を考える必要があると感じた。長期

入院により就労という社会経験を得ずに、又は中断を余儀なくされたことが予想されるた

め、働きたい理由や背景を確認する事は、相談者のニーズ把握に繋がると考える。就労の

場に求めるものは経済的な自立だけでなく、地域での理解者を得る、自信回復、社会に暮

らす実感等、様々なニーズがあると考えられるため、支援者側としては、就労以外のサー

ビスと連動させる事で、生活の幅が広がる可能性も充分に考えられる。 

最後に、今回の調査を通じて、長期に入院している方に対しては、個々の多様なニーズ

を探り支援へと繋げていくことの重要性を改めて感じた。そのためには、適切なアセスメ

ントが必要である事は当然だが、医療チームが地域のフォーマル・インフォーマルを含む

様々な社会資源を熟知している事も必要である。又、地域の障害福祉サービスや相談支援

事業所等の支援側も医療機関へ積極的に情報提供をしていく努力も必要と考える。そうい

った包括的な支援体制が確立する事により、長期に入院している方が望む暮らしの実現に

近づくと考える。 
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ここでは、緊急時の対応が必要な人の状況をつまびらかにすることで、選択肢以外のサ

ービスの必要性についても検討する必要がある。 
 
【国の役割、精神科病院への期待】 
この調査結果からも、国は、「長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今

後の方向性」について、必要な財政的方策を講じて、具体的方策を定めて推進すること、

特に医療と障害福祉、介護との連携を推進する中核的人材を養成するとともに、地域移行

の実施手法を検証し普遍化することが重要であることがわかる。 
国は、地域相談支援の周知、介護保険、障害福祉サービス利用の推進、住居の確保を含

めた地域生活支援の整備等について、長期入院精神障害者への支援は言うまでもなく、精

神科病院が地域移行支援を推進しやすくなるための機能強化、体制整備等の医療機関への

支援の在り方についての手立てを講じる必要がある。 
今般の報酬改定は、引きこもり等の場合や精神科病院に長期入院していた患者が退院し

た直後の時期には、その特性を踏まえると通所による訓練が困難な場合もあること等から、

通所による利用を前提としない訪問による訓練のみの利用ができるよう算定要件を見直さ

れたこと、サービスの利用に係る初期段階においては、病院等を訪問し、利用者の生活状

況の把握等を行うなど、特にアセスメント等に時間や労力を要することから、こうした業

務負担を評価する加算を創設されたこと、利用者の病状や意向、状態に応じて柔軟に障害

福祉サービスの体験利用や体験宿泊が行えるよう、障害福祉サービスの体験利用や体験宿

泊の利用期間の制限を廃止されたことについては、従来からの懸案事項であったことから、

これらのことについて時宜を得た改定と評価でき、地域移行支援の推進が期待できる。 
生活上の障害により退院が難しい人への支援の在り方については、障害者総合支援法の

施行後３年を目途としての「常時介護を要する障害者等に対する支援」「精神障害者の支

援の在り方」について検討を加えることになっていることから、今回の調査結果も踏まえ

て、特に地域における居住支援のための機能強化としての障害児・者の地域生活支援の推

進のための多機能拠点構想、小規模多機能施設、介護保険にある定期巡回・随時対応型サ

ービスについて、これらの精神障害者への応用については、特に、議論を深めて、必要な

提言を行う必要がある。 
精神科病院には、本人の意向に誠実に応えて、丁寧に寄り添う支援が求められている。

一人ひとりへのきめの細かい支援を行うとともに、医療と障害者福祉、介護支援との連携

を強化して、次の時代を見据えた、懐が深く質の高い地域支援体制の構築に寄与すること

を期待したい。 

害程度区分の申請をしている人は 4.4％に過ぎない。 
現在、精神科病院において、入院した時点で、退院を想定した支援の在り方を検討して、

障害福祉サービスや介護支援サービスの利用について、早めの申請を支援することはごく

一般的なことである。 
しかし、従来、精神科病院では、病院としての責任感や本人や家族が他のサービスの利

用を拒むことなどもあり、積極的にこういったサービスの申請を誘導できなかった事情が

ある。 
今後は、長期入院精神障害者についても、市民としてのサービスを受ける権利を行使す

ることも鑑みて、地域移行を円滑に進めるための各種の申請を進めていく必要がある。 
 
【住居の確保は重要な課題】 
 本人調査では、「どのようなところで暮らしたいか」については、家族と同居が 45.9％、

一人暮らしが 23.5％、福祉ホーム・グループホーム等 14％である。病院の職員の調査では、

グループホームが最も多くて、次に家族と同居、一人暮らしの順になっている。家族の反

対で退院できない人が 13.7％であることから、本人が家族と同居することを望むことによ

って退院が進まない事例があることが推察される。いずれにしても、居住先の確保はとて

も重要な課題である。 
そこでは、本人の希望を尊重しながらも、本人が選択したいと思えるような「一人ぐら

し」や「グループホーム」像について確認する必要がある。加えて、本人が一人暮らしを

希望した場合に、病院職員はグループホームを退院先として想定していることから、どの

ような支援があれば一人ぐらしが可能になるかということについても、障害者総合支援法

施行後３年を目途とした見直しに向けて、早急にとりまとめておく必要がある。 
 
【病院敷地内の賃貸住居とグループホーム】 
病院職員の調査では、現在の病状で退院して生活できると考えて、退院の可能性ありは

44.2％であるが、病院敷地内の賃貸住居やグループホームの場合の退院の可能性ありは、

54.8％となり、10 ポイント上昇している。緊急時の対応ができる 59.1％、退院意欲の喚起

がしやすくなる 25.7％、退院を決心しやすくなる 9.8％となっている。厚労省の長期入院精

神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討会の取りまとめとして報告された「長

期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性」では、「地域生活に直

接移行することが原則であるが退院に向けた支援を徹底して行っても、なお入院したまま

となるのであれば、段階的な移行も含めて、入院医療の場から生活の場に居住の場を移す

ことが必要である」としている。これに対して、精神科病院が患者を退院させずに抱え込

むのではないかという批判があるところだが、この調査にあるように、１年以上入院して

いる人の 10％に過ぎず、この批判には、正当性が乏しいということがわかる。むしろ高齢

であって、病状からいっても退院が難しい人の退院の可能性を広げる選択肢となろう。 
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５．報告会実施状況 
 
報告会 
日時：平成 27 年 3 月 6 日 10 時～12 時 
会場：ホテル JAL シティ田町 東京 地下１階「鳳凰」 
出席者数：48 名（委員含む）  
報告内容 
・事業目的・事業概要について 
・全体調査報告について 
・調査実施者報告について 
・考察 
・政策提言 
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６．政策提言 
 
平成 26 年度 厚生労働省 障害者総合福祉推進事業「精神障害者の地域移行及び地域生活

支援に向けたニーズ調査」の結果、ならびに分析より今後の地域移行の促進、及び、地域

生活支援の充実に向けて、下記のとおり政策を提言する。 
 
１．地域移行支援促進の仕組みの構築と評価の創設 
精神障害者本人の意向に寄り添い地域移行を進めることが重要で、再発・再入院を防ぎ

地域生活を維持・継続するために、医療・福祉サービスが継続して行われることが必要で

ある。 
そのために、入院中から退院後に利用可能な障害福祉サービス・介護保険サービス等に

ついて説明や準備、障害年金の受給に向けた支援を行うことが必要と考えられる。このよ

うな地域移行に向けた支援等を促進するための仕組みの構築や評価創設を提言する。 
 
 
２．精神障害者のニーズに沿った居住の場の確保 
居住の場の確保としては、精神科病院には高齢の入院患者が多いために、生活障害を持

っている場合や要介護状態にある場合があり、グループホームや高齢者向けの住まいが考

えられる。これらの住まいの確保に向けたさらなる施策の推進が不可欠である。 
その上、職員も患者自身も、具合が悪いときにすぐにかかれるように病院の近くが安心

であると考えており、病棟の一部を居住の場に改築するといった構造改革も患者自身の選

択肢を増やすために必要と思われる。 
 
 
３．精神障害者の特性に応じた計画相談支援の充実 
入院中の精神障害者はそれぞれ異なった精神症状・障害を抱えており、退院後に必要な

サービスも多様である。他の障害に比べ、個々に対応したサービス利用が考えられ、綿密

な計画相談の実施が必要である。平成 27 年 4 月 1 日より計画相談が必須となるが、地域で

の生活を実現するために、行政は精神障害者に対応した計画相談の普及及び、より良い計

画相談のあり方の検討を早急に進めるべきである。 
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６．政策提言 
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であると考えており、病棟の一部を居住の場に改築するといった構造改革も患者自身の選

択肢を増やすために必要と思われる。 
 
 
３．精神障害者の特性に応じた計画相談支援の充実 
入院中の精神障害者はそれぞれ異なった精神症状・障害を抱えており、退院後に必要な

サービスも多様である。他の障害に比べ、個々に対応したサービス利用が考えられ、綿密

な計画相談の実施が必要である。平成 27 年 4 月 1 日より計画相談が必須となるが、地域で

の生活を実現するために、行政は精神障害者に対応した計画相談の普及及び、より良い計

画相談のあり方の検討を早急に進めるべきである。 
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８．検討委員会委員等名簿 
 
検討委員会委員 

堀井 茂男（日本精神科病院協会 常任理事/慈圭病院 院長） 
後藤 時子（日本精神科病院協会 理事/秋田緑ヶ丘病院 院長） 

○ 江原 良貴（日本精神科病院協会 地域移行推進委員会委員長/積善病院 理事長） 
青木 達之（日本精神科病院協会 地域移行推進委員会委員/青和病院 院長） 
西浦 啓之（日本精神科病院協会 地域移行推進委員会委員/京阪病院 理事長・院長） 
田中 永 （日本精神科病院協会 地域移行推進委員会委員/田中病院 副院長） 
島 隆晃（日本精神科病院協会 看護・コメディカル委員会委員/島病院 副院長） 
岩上 洋一（特定非営利活動法人じりつ 代表理事） 
黒瀬 初江（地域生活支援センターネクスト津山 相談支援専門員） 
村田 明子（医療法人久盛会指定相談支援事業所クローバー 相談支援専門員） 
 
○は委員長 
 

検討委員会事務局担当 
大竹 正道（日本精神科病院協会） 
二戸  徹（日本精神科病院協会） 
 
 

９． 成果物公表計画 
公益社団法人日本精神科病院協会のホームページ（http://www.nisseikyo.or.jp/）を通し

て、広く公表する。また、成果物は製本し、調査実施医療機関、及び、施設に１部配布す

る。 
 

７．検討委員会等実施状況 
 
第１回検討委員会 
日時：平成 26 年 7 月 25 日 13 時～15 時 
会場：日本精神科病院協会 会議室  
検討内容 
・内示条件、年間スケジュール確認 
・アンケート調査方法・項目等確認 
・報告会実施について 

 
第２回検討委員会 
日時：平成 26 年 8 月 8 日 11 時～13 時 
会場：日本精神科病院協会 会議室 
検討内容 
・アンケート調査内容・実施方法・項目等確認 
・ヒアリング時の患者同意の確認方法について 

 
第３回検討委員会 
日時：平成 27 年 1 月 9 日 10 時 30 分～12 時 30 分 
会場：日本精神科病院協会 会議室 
検討内容 
・アンケート調査集計速報の分析 
・報告書作成・報告会について 

 
第４回検討委員会 
日時：平成 27 年 2 月 6 日 10 時～13 時 
会場：日本精神科病院協会 会議室 
検討内容 
・アンケート調査集計分析 
・報告書作成内容確認 
・報告会会場等確認 
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会場：日本精神科病院協会 会議室 
検討内容 
・アンケート調査集計速報の分析 
・報告書作成・報告会について 

 
第４回検討委員会 
日時：平成 27 年 2 月 6 日 10 時～13 時 
会場：日本精神科病院協会 会議室 
検討内容 
・アンケート調査集計分析 
・報告書作成内容確認 
・報告会会場等確認 
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長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性 

（長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討会取りまとめ） 

 

 

～目次～ 

１．総論 

（１）精神障害者の地域移行及び入院医療のこれまでと現状 

（２）長期入院精神障害者の地域移行及び精神医療の将来像 

（３）将来像実現のための病院の構造改革 

（４）その他 

 

２．長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的方策の方向性 

 〔ア〕退院に向けた支援 

〔ア－１〕退院に向けた意欲の喚起 

 （１）病院スタッフからの働きかけの促進 

 （２）外部の支援者等との関わりの確保 

 〔ア－２〕本人の意向に沿った移行支援（本人の状況に応じた移行先への「つなぎ」

機能の強化） 

 （１）地域移行後の生活準備に向けた支援 

 （２）地域移行に向けたステップとしての支援 

 （３）外部の支援者等との関わりの確保【再掲】 

 〔イ〕地域生活の支援 

 （１）居住の場の確保 

 （２）地域生活を支えるサービスの確保 

 （３）その他 

 〔ウ〕関係行政機関の役割 

 

３．病院の構造改革の方向性 

（１）病院の構造改革に向けて 

（２）急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用する病床において地域

移行支援機能を強化する方策 

（３）精神障害者の地域生活支援や段階的な地域移行のための病院資源の活用 

 

 

 

  

10．参考資料 

 
(1)厚生労働省 精神障害者等に対する地域移行・地域生活支援に向けた意向確認について

（平成 26 年３月 28 日 長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討

会） 
(2)精神障害者社会福祉サービスニーズ等調査報告書（平成 15 年 日本精神科病院協会） 
(3)厚生労働省 「長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性」と

りまとめ（平成 26 年７月 14 日 長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に 
係る検討会） 
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長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性 

（長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討会取りまとめ） 

 

 

～目次～ 

１．総論 

（１）精神障害者の地域移行及び入院医療のこれまでと現状 

（２）長期入院精神障害者の地域移行及び精神医療の将来像 

（３）将来像実現のための病院の構造改革 

（４）その他 

 

２．長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的方策の方向性 

 〔ア〕退院に向けた支援 

〔ア－１〕退院に向けた意欲の喚起 

 （１）病院スタッフからの働きかけの促進 

 （２）外部の支援者等との関わりの確保 

 〔ア－２〕本人の意向に沿った移行支援（本人の状況に応じた移行先への「つなぎ」

機能の強化） 

 （１）地域移行後の生活準備に向けた支援 

 （２）地域移行に向けたステップとしての支援 

 （３）外部の支援者等との関わりの確保【再掲】 

 〔イ〕地域生活の支援 

 （１）居住の場の確保 

 （２）地域生活を支えるサービスの確保 

 （３）その他 

 〔ウ〕関係行政機関の役割 

 

３．病院の構造改革の方向性 

（１）病院の構造改革に向けて 

（２）急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用する病床において地域

移行支援機能を強化する方策 

（３）精神障害者の地域生活支援や段階的な地域移行のための病院資源の活用 

 

 

 

  

10．参考資料 

 
(1)厚生労働省 精神障害者等に対する地域移行・地域生活支援に向けた意向確認について

（平成 26 年３月 28 日 長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討

会） 
(2)精神障害者社会福祉サービスニーズ等調査報告書（平成 15 年 日本精神科病院協会） 
(3)厚生労働省 「長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性」と

りまとめ（平成 26 年７月 14 日 長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に 
係る検討会） 
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（２）長期入院精神障害者の地域移行及び精神医療の将来像 

 

 ○指針においては、長期入院精神障害者の地域移行を更に進めるための地域の受け皿

づくりの在り方等の具体的な方策の在り方について、引き続きの検討課題とした。 

 ○これを受け、本検討会においては、以下を基本的考え方としながら議論を行った。 

  ・長期入院精神障害者本人の意向を最大限尊重しながら検討する。 

  ・地域生活に直接移行することが最も重要な視点であるが、新たな選択肢も含め、

地域移行を一層推進するための取組を幅広い観点から検討する。 

 ○また、本検討会においては、議論を進めるに当たって、以下のような長期入院精神

障害者の地域移行及び精神医療の将来像を共有した。 

  ①長期入院精神障害者の地域移行を進めるため、本人に対する支援として 

◆病院スタッフからの働きかけの促進等の「退院に向けた意欲の喚起（退院支

援意欲の喚起を含む。以下同じ。）」 

◆地域移行後の生活準備に向けた支援等の「本人の意向に沿った移行支援」 

◆居住の場の確保や地域生活を支える医療の充実等の「地域生活の支援」 

を徹底して実施する。 

  ②精神医療の質を一般医療と同等に良質かつ適切なものとし、新たな長期入院精神

障害者が生じることを防ぐため、精神科救急・急性期について、一般病床と同等

の手厚さとなるよう医師等を集約するとともに、地域生活を支えるための医療を

充実し、併せて、回復期及び重度かつ慢性の症状を有する精神障害者の病床につ

いて、それぞれその機能及び特性に応じた人員配置及び環境を整備する。 

 ○これらを前提として議論を行い、長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的方

策の方向性について、詳しくは、２．のとおり取りまとめた。 

 

（３）将来像実現のための病院の構造改革 

 

 ○（２）に掲げた将来像のうち、②を実現するには、精神病床を適正化し、将来的に

不必要となる病床を削減するといった病院の構造改革が必要となる。 

 ○病院の構造改革の方向性について、詳しくは、３．のとおり取りまとめた。 

 ○病院の構造改革の実現のためには、必要な医療に人員と治療機能を集約できる財政

的な方策が併せて必要である。 

 ○なお、２．に取りまとめた長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的方策の方

向性と３．に取りまとめた病院の構造改革の方向性については、２．〔ア〕の「退院

に向けた支援」を進めるとともに、２．〔イ〕の「地域生活の支援」により長期入院

から地域移行した精神障害者が、退院後の地域生活を維持・継続するための医療の

充実が図られるよう、３．の病院の構造改革を進めていくことが必要という関係に

ある。 

 

（４）その他 

 

○長期入院精神障害者の地域移行が計画的に推進されるよう、国は、第４期障害福祉

2 
 

 

 長期入院精神障害者（１年以上精神疾患により入院している精神障害者をいう。以下

同じ。）の地域移行に向けた具体的方策については、本検討会において平成２６年３月

以降、４回の検討会、５回の作業チームを開催し、議論を重ねた。議論に基づく長期入

院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性について以下のとおり取

りまとめた。 

 

 

１．総論 
 

（１）精神障害者の地域移行及び入院医療のこれまでと現状 

 

○精神障害者の地域移行については、平成１６年９月に策定した「精神保健医療福祉

の改革ビジョン」に基づき、様々な施策を行ってきたものの、精神科入院医療の現

状は以下のとおりとなっており、依然課題が多い。 

  ・精神病床の人員配置基準は、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）上、

一般病床よりも低く設定されている。 

  ・１年以上の長期入院精神障害者は約２０万人（入院中の精神障害者全体の約３分

の２）であり、そのうち毎年約５万人が退院しているが、新たに毎年約５万人の

精神障害者が１年以上の長期入院に移行している。 

  ・長期入院精神障害者は減少傾向にあるが、６５歳以上の長期入院精神障害者は増

加傾向となっている。 

  ・死亡による退院が増加傾向となっている。（年間１万人超の長期入院精神障害者

が死亡により退院） 

 ○こうした現状を踏まえ、精神障害者の地域生活への移行を促進するため、平成２５

年６月に成立した改正精神保健福祉法（※）に基づき、以下の取組を行ったところ

である。 

   ※精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年

法律第４７号。）以下同じ。 

  ・改正精神保健福祉法に基づく告示として、指針（※）を定め、指針において、急

性期の精神障害者を対象とする精神病床においては医師及び看護職員の配置を

一般病床と同等とすることを目指すこと、新たに入院する精神障害者は原則１

年未満で退院する体制を確保すること等を記載した。    

※良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供に関する指針（平成２６年厚生労働省告

示第６５号）。以下同じ。 

  ・医療保護入院者を中心として退院促進のための措置を講ずることを精神科病院の

管理者に義務づけた 

 ○また、第４期障害福祉計画（平成２７～２９年）に係る国の基本指針（※）におい

ては、１年以上の長期在院者数の減少等に係る成果目標を設定した。 

  ※障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体

制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本

的な指針（平成１８年厚生労働省告示第３９５号）。以下同じ。 
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（２）長期入院精神障害者の地域移行及び精神医療の将来像 

 

 ○指針においては、長期入院精神障害者の地域移行を更に進めるための地域の受け皿

づくりの在り方等の具体的な方策の在り方について、引き続きの検討課題とした。 

 ○これを受け、本検討会においては、以下を基本的考え方としながら議論を行った。 

  ・長期入院精神障害者本人の意向を最大限尊重しながら検討する。 

  ・地域生活に直接移行することが最も重要な視点であるが、新たな選択肢も含め、

地域移行を一層推進するための取組を幅広い観点から検討する。 

 ○また、本検討会においては、議論を進めるに当たって、以下のような長期入院精神

障害者の地域移行及び精神医療の将来像を共有した。 

  ①長期入院精神障害者の地域移行を進めるため、本人に対する支援として 

◆病院スタッフからの働きかけの促進等の「退院に向けた意欲の喚起（退院支

援意欲の喚起を含む。以下同じ。）」 

◆地域移行後の生活準備に向けた支援等の「本人の意向に沿った移行支援」 

◆居住の場の確保や地域生活を支える医療の充実等の「地域生活の支援」 

を徹底して実施する。 

  ②精神医療の質を一般医療と同等に良質かつ適切なものとし、新たな長期入院精神

障害者が生じることを防ぐため、精神科救急・急性期について、一般病床と同等

の手厚さとなるよう医師等を集約するとともに、地域生活を支えるための医療を

充実し、併せて、回復期及び重度かつ慢性の症状を有する精神障害者の病床につ

いて、それぞれその機能及び特性に応じた人員配置及び環境を整備する。 

 ○これらを前提として議論を行い、長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的方

策の方向性について、詳しくは、２．のとおり取りまとめた。 

 

（３）将来像実現のための病院の構造改革 

 

 ○（２）に掲げた将来像のうち、②を実現するには、精神病床を適正化し、将来的に

不必要となる病床を削減するといった病院の構造改革が必要となる。 

 ○病院の構造改革の方向性について、詳しくは、３．のとおり取りまとめた。 

 ○病院の構造改革の実現のためには、必要な医療に人員と治療機能を集約できる財政

的な方策が併せて必要である。 

 ○なお、２．に取りまとめた長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的方策の方

向性と３．に取りまとめた病院の構造改革の方向性については、２．〔ア〕の「退院

に向けた支援」を進めるとともに、２．〔イ〕の「地域生活の支援」により長期入院

から地域移行した精神障害者が、退院後の地域生活を維持・継続するための医療の

充実が図られるよう、３．の病院の構造改革を進めていくことが必要という関係に

ある。 

 

（４）その他 

 

○長期入院精神障害者の地域移行が計画的に推進されるよう、国は、第４期障害福祉

2 
 

 

 長期入院精神障害者（１年以上精神疾患により入院している精神障害者をいう。以下

同じ。）の地域移行に向けた具体的方策については、本検討会において平成２６年３月

以降、４回の検討会、５回の作業チームを開催し、議論を重ねた。議論に基づく長期入

院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性について以下のとおり取

りまとめた。 

 

 

１．総論 
 

（１）精神障害者の地域移行及び入院医療のこれまでと現状 

 

○精神障害者の地域移行については、平成１６年９月に策定した「精神保健医療福祉

の改革ビジョン」に基づき、様々な施策を行ってきたものの、精神科入院医療の現

状は以下のとおりとなっており、依然課題が多い。 

  ・精神病床の人員配置基準は、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）上、

一般病床よりも低く設定されている。 

  ・１年以上の長期入院精神障害者は約２０万人（入院中の精神障害者全体の約３分

の２）であり、そのうち毎年約５万人が退院しているが、新たに毎年約５万人の

精神障害者が１年以上の長期入院に移行している。 

  ・長期入院精神障害者は減少傾向にあるが、６５歳以上の長期入院精神障害者は増

加傾向となっている。 

  ・死亡による退院が増加傾向となっている。（年間１万人超の長期入院精神障害者

が死亡により退院） 

 ○こうした現状を踏まえ、精神障害者の地域生活への移行を促進するため、平成２５

年６月に成立した改正精神保健福祉法（※）に基づき、以下の取組を行ったところ

である。 

   ※精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年

法律第４７号。）以下同じ。 

  ・改正精神保健福祉法に基づく告示として、指針（※）を定め、指針において、急

性期の精神障害者を対象とする精神病床においては医師及び看護職員の配置を

一般病床と同等とすることを目指すこと、新たに入院する精神障害者は原則１

年未満で退院する体制を確保すること等を記載した。    

※良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供に関する指針（平成２６年厚生労働省告

示第６５号）。以下同じ。 

  ・医療保護入院者を中心として退院促進のための措置を講ずることを精神科病院の

管理者に義務づけた 

 ○また、第４期障害福祉計画（平成２７～２９年）に係る国の基本指針（※）におい

ては、１年以上の長期在院者数の減少等に係る成果目標を設定した。 

  ※障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体

制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本

的な指針（平成１８年厚生労働省告示第３９５号）。以下同じ。 

113



5 
 

・ピアサポートの活用状況に関し、これまでの予算事業での実績等について検

証を行い、ピアサポーターの育成や活用を図る。 

・入院中の精神障害者が、病棟プログラムや作業療法への参加、交流会の開催

等を通して、本人の意向に沿って、ピアサポーターや外部の支援者等と交流

できる機会等の増加を図る。 

 

② 地域の障害福祉事業者等の更なる活用 

・国の補助事業としては廃止された地域体制整備コーディネーターについて、

都道府県が独自に実施しているものも含め、これまでの活動内容や実績を改

めて評価し、地域体制整備の在り方について検討する。 

・退院の意思が明確でない精神障害者に対し、早期に地域移行に向けた支援が

図られるよう、障害者総合支援法（※）に基づく地域移行支援の柔軟な活用

について検討する。 

 ※障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号） 

 ③ 関係行政機関の役割 

・改正精神保健福祉法に基づき新たに設けられた退院後生活環境相談員及び地

域援助事業者の活動状況や医療保護入院者退院支援委員会の実施状況につい

て、実態調査により把握する。 

・「保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領」に基づく、保健所及

び市町村の役割としてのコーディネート機能を強化するため、事業所との連

携の在り方を含めその手法を検討する。 

・都道府県等（※）、市町村により入院中の精神障害者の実態把握を行うことを

促進し、都道府県及び市町村において、介護保険事業（支援）計画を策定す

るに当たって算出する必要サービス量を見込む際に、入院中の精神障害者の

ニーズを踏まえたものとするよう取り組む。 

 ※都道府県、保健所及び精神保健福祉センター。以下同じ。 

・非自発的入院について、保健所及び市町村が、精神障害者の入院後も継続的

に関与し、退院後生活環境相談員及び地域援助事業者等と協働し、地域移行

支援を担うことを推進する。 

 ④ その他 

・精神科病院が社会に開かれたものとなるようにするための環境の整備（見舞

いに訪ねやすくする、外出をしやすくする等）を推進する。 

    

 

 〔ア－２〕 本人の意向に沿った移行支援（本人の状況に応じた移行先への「つなぎ」

機能の強化） 

 

（１）地域移行後の生活準備に向けた支援  

・精神科病院は、身体的機能に係るリハビリテーションの必要性も含めたアセ

スメントを行い、本人の意向に沿った支援計画を作成する。 

・精神障害者の意思決定及び意思の表明の支援に関し、地域生活に関する情報

4 
 

計画に係る基本指針等に基づき、各都道府県で人材育成の中核となる官民の指導者

を養成するための研修を行う等の措置を講ずる。併せて、長期入院精神障害者の地

域移行方策及び病院の構造改革の効果的な実施手法について、検証する。 

 

 

２．長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的方策の方向性 
 

○長期入院精神障害者本人に対する支援について、以下に掲げる地域移行の段階ごとに

議論し、具体的方策の方向性について取りまとめた。 

〔ア〕退院に向けた支援 

〔ア－１〕退院に向けた意欲の喚起 

〔ア－２〕本人の意向に沿った移行支援 

〔イ〕地域生活の支援 

〔ウ〕関係行政機関の役割 

○長期入院精神障害者の地域移行のため、これらの具体的方策の方向性が実現されるよ

う、必要な検討を行った上で、取組を進めていくことが重要である。 

○国は、ここで取りまとめた長期入院精神障害者本人に対する地域生活の維持・継続を

支援するための具体的方策を講じていくため、併せて、必要な財政的方策を講じるよ

う努めることが必要である。 

 

 

〔ア〕退院に向けた支援 

 

 〔ア－１〕退院に向けた意欲の喚起 

 

（１）病院スタッフからの働きかけの促進 

① 病院スタッフの地域移行に関する理解の促進 

・病院、当該地域の保健所及び市町村、外部の支援者、ピアサポーター等が協

力し、精神障害者がどのような地域生活を送っているかを実際に体験するこ

と等を含む病院スタッフに対する研修を促進する。 

・医師、看護師等の基礎教育において、教員、学生等が精神障害者の地域移行

の重要性について理解を深められるよう、情報提供を行うこととし、また、

医師、看護師等もその重要性について理解を深められるよう、卒後の研修に

ついて検討する。 

② 退院意欲の喚起を行うことができる環境の整備 

・指針で示された方向性に沿った精神病床の機能分化を進め、精神病床の地域

移行支援機能を強化する。 

・病院の医師、看護師等が地域生活を支えるための医療に移行できる環境の整

備を推進する。 

 

（２）外部の支援者等との関わりの確保 

① ピアサポート等の更なる活用 
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5 
 

・ピアサポートの活用状況に関し、これまでの予算事業での実績等について検

証を行い、ピアサポーターの育成や活用を図る。 

・入院中の精神障害者が、病棟プログラムや作業療法への参加、交流会の開催

等を通して、本人の意向に沿って、ピアサポーターや外部の支援者等と交流

できる機会等の増加を図る。 

 

② 地域の障害福祉事業者等の更なる活用 

・国の補助事業としては廃止された地域体制整備コーディネーターについて、

都道府県が独自に実施しているものも含め、これまでの活動内容や実績を改

めて評価し、地域体制整備の在り方について検討する。 

・退院の意思が明確でない精神障害者に対し、早期に地域移行に向けた支援が

図られるよう、障害者総合支援法（※）に基づく地域移行支援の柔軟な活用

について検討する。 

 ※障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号） 

 ③ 関係行政機関の役割 

・改正精神保健福祉法に基づき新たに設けられた退院後生活環境相談員及び地

域援助事業者の活動状況や医療保護入院者退院支援委員会の実施状況につい

て、実態調査により把握する。 

・「保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領」に基づく、保健所及

び市町村の役割としてのコーディネート機能を強化するため、事業所との連

携の在り方を含めその手法を検討する。 

・都道府県等（※）、市町村により入院中の精神障害者の実態把握を行うことを

促進し、都道府県及び市町村において、介護保険事業（支援）計画を策定す

るに当たって算出する必要サービス量を見込む際に、入院中の精神障害者の

ニーズを踏まえたものとするよう取り組む。 

 ※都道府県、保健所及び精神保健福祉センター。以下同じ。 

・非自発的入院について、保健所及び市町村が、精神障害者の入院後も継続的

に関与し、退院後生活環境相談員及び地域援助事業者等と協働し、地域移行

支援を担うことを推進する。 

 ④ その他 

・精神科病院が社会に開かれたものとなるようにするための環境の整備（見舞

いに訪ねやすくする、外出をしやすくする等）を推進する。 

    

 

 〔ア－２〕 本人の意向に沿った移行支援（本人の状況に応じた移行先への「つなぎ」

機能の強化） 

 

（１）地域移行後の生活準備に向けた支援  

・精神科病院は、身体的機能に係るリハビリテーションの必要性も含めたアセ

スメントを行い、本人の意向に沿った支援計画を作成する。 

・精神障害者の意思決定及び意思の表明の支援に関し、地域生活に関する情報

4 
 

計画に係る基本指針等に基づき、各都道府県で人材育成の中核となる官民の指導者

を養成するための研修を行う等の措置を講ずる。併せて、長期入院精神障害者の地

域移行方策及び病院の構造改革の効果的な実施手法について、検証する。 

 

 

２．長期入院精神障害者本人に対する支援の具体的方策の方向性 
 

○長期入院精神障害者本人に対する支援について、以下に掲げる地域移行の段階ごとに

議論し、具体的方策の方向性について取りまとめた。 

〔ア〕退院に向けた支援 

〔ア－１〕退院に向けた意欲の喚起 

〔ア－２〕本人の意向に沿った移行支援 

〔イ〕地域生活の支援 

〔ウ〕関係行政機関の役割 

○長期入院精神障害者の地域移行のため、これらの具体的方策の方向性が実現されるよ

う、必要な検討を行った上で、取組を進めていくことが重要である。 

○国は、ここで取りまとめた長期入院精神障害者本人に対する地域生活の維持・継続を

支援するための具体的方策を講じていくため、併せて、必要な財政的方策を講じるよ

う努めることが必要である。 

 

 

〔ア〕退院に向けた支援 

 

 〔ア－１〕退院に向けた意欲の喚起 

 

（１）病院スタッフからの働きかけの促進 

① 病院スタッフの地域移行に関する理解の促進 

・病院、当該地域の保健所及び市町村、外部の支援者、ピアサポーター等が協

力し、精神障害者がどのような地域生活を送っているかを実際に体験するこ

と等を含む病院スタッフに対する研修を促進する。 

・医師、看護師等の基礎教育において、教員、学生等が精神障害者の地域移行

の重要性について理解を深められるよう、情報提供を行うこととし、また、

医師、看護師等もその重要性について理解を深められるよう、卒後の研修に

ついて検討する。 

② 退院意欲の喚起を行うことができる環境の整備 

・指針で示された方向性に沿った精神病床の機能分化を進め、精神病床の地域

移行支援機能を強化する。 

・病院の医師、看護師等が地域生活を支えるための医療に移行できる環境の整

備を推進する。 

 

（２）外部の支援者等との関わりの確保 

① ピアサポート等の更なる活用 
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7 
 

・グループホーム（サテライト型住居を含む） 

※高齢や重度の精神障害者を受け入れているグループホームに精神保健福祉士、

介護福祉士や看護師等の専門職が配置できるよう報酬上の評価が必要であり、

実態調査等を行い基本報酬の見直しの必要性も含めて検討することが必要で

ある。 

※グループホームについての運用を含む防災基準の周知について、消防庁と連携

して取り組むことが必要である。 

② 高齢者向け住まい 

・特別養護老人ホーム 

・養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・認知症高齢者グループホーム 

・有料老人ホーム 

・サービス付き高齢者向け住宅 

※退院後生活環境相談員は、必要に応じて市町村と連携し、養護老人ホーム、軽

費老人ホームの活用による地域移行を促進する。 
③ その他 

   a.一般住宅の活用 

   ・地域の実情を踏まえ、単身の精神障害者の優先入居等、公営住宅の活用を促進

する。 

   ・長期入院精神障害者の退院後の居住先の確保に関し、空室・空家の有効活用の

ための取組や、高齢者、ひとり親、生活保護受給者、ＤＶ被害者等への居住支

援策との連携を図る。 

   ・障害保健福祉担当部局において、退院後生活環境相談員等に精神障害者の居住

先の確保に有用な住宅施策について周知を進める。 

・（自立支援）協議会が居住支援協議会（※）と連携し、精神障害者に住宅を提供

する際に必要な情報の提供（一般財団法人高齢者住宅財団による賃貸住宅の家

賃債務保証制度の利用を含む。）を貸主に対して行うこと等を通じて、精神障害

者の具体的な地域生活の調整を図る。 

 ※住宅確保要配慮者（精神障害者含む）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進

に関し必要な措置について協議するために地方公共団体、宅地建物取引業者、

賃貸住宅管理業者及び居住支援団体等により構成される住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律第１１２号）に

規定する協議会 

   ・一般住宅への入居希望が実現できるよう、保証人の確保や緊急時等の対応等を

推進する。 

b.その他 

・生活保護受給中の長期入院精神障害者について、障害保健福祉担当部局と生

活保護担当部局との連携を強化することや、直ちに一般住宅で生活を行うこ

とが困難な者が救護・更生施設等の活用すること等により地域移行を促進す

る。 

・生活保護自立支援プログラムとして取り組まれてきた精神障害者退院促進事

6 
 

提供や支援を行う精神障害者との関係作りなどの外部の支援者からの関わり

とともに、院内における対応の在り方について、引き続き多様な検討を行う。 

・入院中の精神障害者が、入院中から、精神障害者保健福祉手帳等申請、障害

年金の受給に向けた支援、社会福祉協議会の日常生活自立支援事業や成年後

見制度を活用するための支援、退院後に利用可能な障害福祉サービス、介護

保険サービス等について検討と準備（障害支援区分認定等を含む支給決定の

申請手続、要介護認定の申請手続の周知等）ができるよう、取組を進める。 

・入院中の精神障害者に対し退院の意思が明確でない段階から、グループホー

ム等での地域生活を体験する機会を確保するよう取り組むとともに、そのよ

うな機会に病院スタッフが同行することが促進されるような支援を病院、地

域移行支援を行う事業者が行える体制作りを推進する。 

 

（２）地域移行に向けたステップとしての支援 

・入院中の精神障害者に対してより実際の地域生活につながるような生活能力

を身につけるための支援の方法について検討する。 

・地域移行に向けた調整を行うに際し、退院後生活環境相談員等が、退院する

者の状況に応じた障害福祉サービス、介護保険サービスを利用できるようマ

ネジメントを実施する。 

・〔ア－１〕及び〔ア－２〕の取組を徹底して実施してもなお、本人の自由意

思として退院意欲が喚起されない精神障害者について、地域生活に向けた段

階的な支援が受けられるよう取り組む。（地域生活に向けた段階的な支援を

行うための方策については３．（３）において詳述） 

 

 （３）外部の支援者等との関わりの確保【再掲】 

   〔ア－１〕（２）の取組を、移行支援においても引き続き実施する。 

 

 

 

〔イ〕地域生活の支援 

 

（１）居住の場の確保 

   長期入院精神障害者の地域移行を進める上で、地域生活の基盤となる居住の場を

確保することが必要であり、その際、長期入院精神障害者の過半数が６５歳以上の

高齢者であることを踏まえると、高齢の精神障害者に配慮した住まいの確保に向け

た取組を進めることが特に重要である。 

具体的に、長期入院精神障害者の退院後の居住先としては、次のような居住の場

が考えられる。精神障害者が生活障害を持つ場合や要介護状態にある場合等におい

ても受入れられるよう、それぞれの居住の場ごとに課題の解消を図ることが必要で

ある。 

 

① 障害福祉サービスにおける住まい 
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7 
 

・グループホーム（サテライト型住居を含む） 

※高齢や重度の精神障害者を受け入れているグループホームに精神保健福祉士、

介護福祉士や看護師等の専門職が配置できるよう報酬上の評価が必要であり、

実態調査等を行い基本報酬の見直しの必要性も含めて検討することが必要で

ある。 

※グループホームについての運用を含む防災基準の周知について、消防庁と連携

して取り組むことが必要である。 

② 高齢者向け住まい 

・特別養護老人ホーム 

・養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・認知症高齢者グループホーム 

・有料老人ホーム 

・サービス付き高齢者向け住宅 

※退院後生活環境相談員は、必要に応じて市町村と連携し、養護老人ホーム、軽

費老人ホームの活用による地域移行を促進する。 
③ その他 

   a.一般住宅の活用 

   ・地域の実情を踏まえ、単身の精神障害者の優先入居等、公営住宅の活用を促進

する。 

   ・長期入院精神障害者の退院後の居住先の確保に関し、空室・空家の有効活用の

ための取組や、高齢者、ひとり親、生活保護受給者、ＤＶ被害者等への居住支

援策との連携を図る。 

   ・障害保健福祉担当部局において、退院後生活環境相談員等に精神障害者の居住

先の確保に有用な住宅施策について周知を進める。 

・（自立支援）協議会が居住支援協議会（※）と連携し、精神障害者に住宅を提供

する際に必要な情報の提供（一般財団法人高齢者住宅財団による賃貸住宅の家

賃債務保証制度の利用を含む。）を貸主に対して行うこと等を通じて、精神障害

者の具体的な地域生活の調整を図る。 

 ※住宅確保要配慮者（精神障害者含む）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進

に関し必要な措置について協議するために地方公共団体、宅地建物取引業者、

賃貸住宅管理業者及び居住支援団体等により構成される住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律第１１２号）に

規定する協議会 

   ・一般住宅への入居希望が実現できるよう、保証人の確保や緊急時等の対応等を

推進する。 

b.その他 

・生活保護受給中の長期入院精神障害者について、障害保健福祉担当部局と生

活保護担当部局との連携を強化することや、直ちに一般住宅で生活を行うこ

とが困難な者が救護・更生施設等の活用すること等により地域移行を促進す

る。 

・生活保護自立支援プログラムとして取り組まれてきた精神障害者退院促進事
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提供や支援を行う精神障害者との関係作りなどの外部の支援者からの関わり

とともに、院内における対応の在り方について、引き続き多様な検討を行う。 

・入院中の精神障害者が、入院中から、精神障害者保健福祉手帳等申請、障害

年金の受給に向けた支援、社会福祉協議会の日常生活自立支援事業や成年後

見制度を活用するための支援、退院後に利用可能な障害福祉サービス、介護

保険サービス等について検討と準備（障害支援区分認定等を含む支給決定の

申請手続、要介護認定の申請手続の周知等）ができるよう、取組を進める。 

・入院中の精神障害者に対し退院の意思が明確でない段階から、グループホー

ム等での地域生活を体験する機会を確保するよう取り組むとともに、そのよ

うな機会に病院スタッフが同行することが促進されるような支援を病院、地

域移行支援を行う事業者が行える体制作りを推進する。 

 

（２）地域移行に向けたステップとしての支援 

・入院中の精神障害者に対してより実際の地域生活につながるような生活能力

を身につけるための支援の方法について検討する。 

・地域移行に向けた調整を行うに際し、退院後生活環境相談員等が、退院する

者の状況に応じた障害福祉サービス、介護保険サービスを利用できるようマ

ネジメントを実施する。 

・〔ア－１〕及び〔ア－２〕の取組を徹底して実施してもなお、本人の自由意

思として退院意欲が喚起されない精神障害者について、地域生活に向けた段

階的な支援が受けられるよう取り組む。（地域生活に向けた段階的な支援を

行うための方策については３．（３）において詳述） 

 

 （３）外部の支援者等との関わりの確保【再掲】 

   〔ア－１〕（２）の取組を、移行支援においても引き続き実施する。 

 

 

 

〔イ〕地域生活の支援 

 

（１）居住の場の確保 

   長期入院精神障害者の地域移行を進める上で、地域生活の基盤となる居住の場を

確保することが必要であり、その際、長期入院精神障害者の過半数が６５歳以上の

高齢者であることを踏まえると、高齢の精神障害者に配慮した住まいの確保に向け

た取組を進めることが特に重要である。 

具体的に、長期入院精神障害者の退院後の居住先としては、次のような居住の場

が考えられる。精神障害者が生活障害を持つ場合や要介護状態にある場合等におい

ても受入れられるよう、それぞれの居住の場ごとに課題の解消を図ることが必要で

ある。 

 

① 障害福祉サービスにおける住まい 
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（３）その他 

・緊急時を含め、本人や家族が必要な相談を行える機関のうち、拠点となる機関に

ついて検討する。（精神保健福祉センター、保健所、相談支援事業所等） 

・地域生活を支えるためのサービスや精神障害者及びその家族への相談支援等に関

し、医療及び福祉サービス等が総合的に提供される方策について検討する。 

 

 

〔ウ〕関係行政機関の役割 

 

○長期入院精神障害者の地域移行が計画的に推進されるよう、国は、第４期障害福

祉計画に係る基本指針等に基づき、各都道府県で人材育成の中核となる官民の指

導者を養成するための研修を行う等の措置を講ずる。併せて、長期入院精神障害

者の地域移行方策及び病院の構造改革の効果的な実施手法について、検証する。

【再掲】 

○都道府県等及び市町村は、必要なサービス量を見込みながら定める医療計画、障

害福祉計画、介護保険事業（支援）計画その他の精神障害者に関連する分野の計

画等について、整合性を図るとともに、これらの計画を踏まえながら、ＰＤＣＡ

サイクルにより長期入院精神障害者の地域移行を確実に実行していくための推進

体制を構築する。 

○都道府県等は、改正精神保健福祉法及び指針の趣旨に基づく医療機関の地域移行

に関する取組が効果的なものとなるよう、その取組状況を把握・確認し、必要な

助言や支援に努める。 

○都道府県等及び市町村は、ア－１（２）③の取組について実施する。 

○都道府県は、精神障害者の保健・医療・福祉・労働に関する施策を総合的に推進

するため、関係部署が連携し、組織横断的に地域移行支援を推進するとともに、

効果的な人材育成の仕組みについて検討することが必要である。 

○市町村は、都道府県と連携しながら、地域包括支援センターを通じて、高齢の精

神障害者に対する相談支援を行う。 

 

 

３．病院の構造改革の方向性 
 

（１）病院の構造改革に向けて 

 

○精神病床については、精神科救急・急性期・回復期の精神障害者、重度かつ慢性の症

状を有する精神障害者といった入院医療が必要な精神障害者が利用している病床と、

急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用している病床とを分けて

考えることが必要。 

 ※重度かつ慢性の定義は現在検討中 

 ※身体合併症のある精神障害者については、病状等が様々であることからその入院医

療の在り方については別途検討が必要 

 ※新たに入院する精神障害者が原則１年未満で退院するための体制整備により、現在
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業は一定の効果があったことから、改めて福祉事務所等への退院推進員やコ

ーディネーターの配置強化等が重要である。 

（２）地域生活を支えるサービスの確保 

精神障害者本人の意向に寄り添い、医療と福祉が協働して、地域生活を支えるサ

ービスを継続的に提供すること、再発・再入院を防ぎ、地域生活を維持・継続する

ための医療・福祉サービスの充実を図ることが必要である。 

 

① 医療サービス 

・地域生活を送る上で効果的な外来医療やデイケア等の在り方について、検討

する。 

・アウトリーチ（多職種のチームによる訪問支援）の充実を推進するため、保

健所等が行うアウトリーチにより退院後の医療へのアクセスの確保を図ると

ともに、病院が行うアウトリーチについては、退院後の継続的な支援を行う

ことができるよう、外部の支援者との連携を図る。 

・往診や訪問診療の充実を推進する。 

・訪問看護ステーション等で行われる精神科訪問看護の充実を図る。 

・退院後の居住先や障害福祉サービスを行う事業所等においても、継続的に病

院のスタッフが訪問することで、支援を受けることができるようにする。 

・病院と診療所及び障害福祉サービス事業所との連携を強化する。 

② 障害福祉サービス 

・地域移行後の生活が安定的に維持・継続できるよう、常時の連絡体制の確保

や緊急時の相談等の支援を行う地域定着支援の活用を進める。   

・居宅介護従業者等が精神障害者に対してその特性に応じた適切な支援を行え

るよう、自治体や保健所、精神保健福祉センター等が連携して研修を実施す

る等、従業者の支援能力の向上を図る。 

・医療ケアの必要な精神障害者の短期入所への受け入れを推進するため、病院

等でのモデル事業を実施して、検証を行い、短期入所の更なる活用を図る。 

・自治体に対し、地域の実情に応じて、（自立支援）協議会に地域移行や居住支

援などの課題に対応した役割を担う専門部会を設置すること等の働きかけを

行い、関係機関で精神障害者が地域で生活する上での課題解決等に関する情

報共有等を行う。 

・長期入院患者で退院直後のため通所による生活訓練を利用することが困難な

者等に対して、訪問による生活訓練を活用した地域生活支援の在り方につい

て研究事業を実施する。 

・本人中心の相談支援を確実に実施できるよう、相談支援専門員の質と量の確

保を推進する。 

    ・現在宿泊型自立訓練では夜間の防災体制や常時の連絡体制の確保について評

価されているが、夜間職員の配置といった夜間の対応の評価について検討す

る。 
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（３）その他 

・緊急時を含め、本人や家族が必要な相談を行える機関のうち、拠点となる機関に

ついて検討する。（精神保健福祉センター、保健所、相談支援事業所等） 

・地域生活を支えるためのサービスや精神障害者及びその家族への相談支援等に関

し、医療及び福祉サービス等が総合的に提供される方策について検討する。 

 

 

〔ウ〕関係行政機関の役割 

 

○長期入院精神障害者の地域移行が計画的に推進されるよう、国は、第４期障害福

祉計画に係る基本指針等に基づき、各都道府県で人材育成の中核となる官民の指

導者を養成するための研修を行う等の措置を講ずる。併せて、長期入院精神障害

者の地域移行方策及び病院の構造改革の効果的な実施手法について、検証する。

【再掲】 

○都道府県等及び市町村は、必要なサービス量を見込みながら定める医療計画、障

害福祉計画、介護保険事業（支援）計画その他の精神障害者に関連する分野の計

画等について、整合性を図るとともに、これらの計画を踏まえながら、ＰＤＣＡ

サイクルにより長期入院精神障害者の地域移行を確実に実行していくための推進

体制を構築する。 

○都道府県等は、改正精神保健福祉法及び指針の趣旨に基づく医療機関の地域移行

に関する取組が効果的なものとなるよう、その取組状況を把握・確認し、必要な

助言や支援に努める。 

○都道府県等及び市町村は、ア－１（２）③の取組について実施する。 

○都道府県は、精神障害者の保健・医療・福祉・労働に関する施策を総合的に推進

するため、関係部署が連携し、組織横断的に地域移行支援を推進するとともに、

効果的な人材育成の仕組みについて検討することが必要である。 

○市町村は、都道府県と連携しながら、地域包括支援センターを通じて、高齢の精

神障害者に対する相談支援を行う。 

 

 

３．病院の構造改革の方向性 
 

（１）病院の構造改革に向けて 

 

○精神病床については、精神科救急・急性期・回復期の精神障害者、重度かつ慢性の症

状を有する精神障害者といった入院医療が必要な精神障害者が利用している病床と、

急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用している病床とを分けて

考えることが必要。 

 ※重度かつ慢性の定義は現在検討中 

 ※身体合併症のある精神障害者については、病状等が様々であることからその入院医

療の在り方については別途検討が必要 

 ※新たに入院する精神障害者が原則１年未満で退院するための体制整備により、現在

8 
 

業は一定の効果があったことから、改めて福祉事務所等への退院推進員やコ

ーディネーターの配置強化等が重要である。 

（２）地域生活を支えるサービスの確保 

精神障害者本人の意向に寄り添い、医療と福祉が協働して、地域生活を支えるサ

ービスを継続的に提供すること、再発・再入院を防ぎ、地域生活を維持・継続する

ための医療・福祉サービスの充実を図ることが必要である。 

 

① 医療サービス 

・地域生活を送る上で効果的な外来医療やデイケア等の在り方について、検討

する。 

・アウトリーチ（多職種のチームによる訪問支援）の充実を推進するため、保

健所等が行うアウトリーチにより退院後の医療へのアクセスの確保を図ると

ともに、病院が行うアウトリーチについては、退院後の継続的な支援を行う

ことができるよう、外部の支援者との連携を図る。 

・往診や訪問診療の充実を推進する。 

・訪問看護ステーション等で行われる精神科訪問看護の充実を図る。 

・退院後の居住先や障害福祉サービスを行う事業所等においても、継続的に病

院のスタッフが訪問することで、支援を受けることができるようにする。 

・病院と診療所及び障害福祉サービス事業所との連携を強化する。 

② 障害福祉サービス 

・地域移行後の生活が安定的に維持・継続できるよう、常時の連絡体制の確保

や緊急時の相談等の支援を行う地域定着支援の活用を進める。   

・居宅介護従業者等が精神障害者に対してその特性に応じた適切な支援を行え

るよう、自治体や保健所、精神保健福祉センター等が連携して研修を実施す

る等、従業者の支援能力の向上を図る。 

・医療ケアの必要な精神障害者の短期入所への受け入れを推進するため、病院

等でのモデル事業を実施して、検証を行い、短期入所の更なる活用を図る。 

・自治体に対し、地域の実情に応じて、（自立支援）協議会に地域移行や居住支

援などの課題に対応した役割を担う専門部会を設置すること等の働きかけを

行い、関係機関で精神障害者が地域で生活する上での課題解決等に関する情

報共有等を行う。 

・長期入院患者で退院直後のため通所による生活訓練を利用することが困難な

者等に対して、訪問による生活訓練を活用した地域生活支援の在り方につい

て研究事業を実施する。 

・本人中心の相談支援を確実に実施できるよう、相談支援専門員の質と量の確

保を推進する。 

    ・現在宿泊型自立訓練では夜間の防災体制や常時の連絡体制の確保について評

価されているが、夜間職員の配置といった夜間の対応の評価について検討す

る。 
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・病院内設備については、より地域生活に即した形にする。 

③ ソフト面での方策 

a.外部との交流 

・精神障害者本人の意向を踏まえ、例えば保健所スタッフ、地域の相談支援事業者、

ピアサポーター等が精神障害者と面談を行う等外部との交流を推進する。 

 b.訓練等（地域移行に向けた訓練や支援をいう。）の進め方 

・本人中心の支援チームをつくり、医療と地域の役割分担ではなく、協働による支援

体制をつくる。 

・訓練等については、既存の医療サービスの他、既存の福祉サービスについても積極

的に活用する。 

・計画的な訓練や、退院に向けたクリティカルパスの作成などにより可能な限り早期に

退院できるように支援を行う。 

・訓練等の実施場所については、病院外施設を積極的に活用することとするが、地域に

おける体制整備が不十分な場合は院内で行う。 

c.訓練等の内容 

・訓練等については、より実際の地域生活につながる内容になるよう充実を図り、訓

練の場も生活の場となる地域(院外)を積極的に利用するようにし、本人の退院意欲

を向上させ、地域生活への移行を強力に促すものを中心に行う。 

・精神障害者自身が病状を適切に把握し、再発を予防できるようにする観点から、適

切にインフォームドコンセントを行うこと等により、自身の病気に関する理解を促

すとともに、適切な服薬や、困ったときの相談、病状悪化時の通院等ができるよう

になるといった自己管理のための訓練も行う。 

・リハビリテーションプログラム（作業療法を含む。）については、地域移行に必要な

能力の向上等を図るため、本人中心の支援を基本としつつ、地域住民、外部の支援

者、ピアサポーター等と交流する機会の提供や、地域生活の実際的なプログラム（外

部体験、内部職員やピアサポーター等による同行支援による外出等）等を積極的に

行う。 

・デイケアが必要な精神障害者については、地域移行を支援する観点から、地域生活

を送る精神障害者と同程度に受けられる機会を確保する。 

・高齢者等の運動能力の低下が危惧される精神障害者の訓練については、運動能力の

維持向上を図るため、理学療法等の身体的リハビリテーションを実施できる体制で

あるかを考慮する。 

d.その他 

・病院は精神障害者の地域移行を積極的に支援する（経済的な自立、退院後の居住先

の選定等）。 

・入院中の精神障害者が、退院後に利用可能な障害福祉サービス、介護保険サービス

について検討と準備（障害支援区分認定等を含む支給決定の申請手続及び要介護認

定の申請手続の周知等）ができるよう支援を行う。 

 

 

（３）精神障害者の地域生活支援や段階的な地域移行のための病院資源の活用 

○２．〔ア〕の退院に向けた支援を徹底して実施することにより、長期入院精神障害者
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の入院医療の必要性が低い精神障害者が利用している病床にはできる限り新たな精

神障害者が流入しないことが前提。そのため、回復期の病床の在り方について早急

に検討が必要 

○病院は医療を提供する場であることから、入院医療については、精神科救急・急性期・

回復期の精神障害者及び重度かつ慢性の症状を有する精神障害者に対するもの等に

人員・治療機能を集約することが原則であり、これに向けた構造改革が必要。 

○急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者については、２．の各種方策を徹

底して実施することにより、これまで以上に地域移行を進める。 

○その上で、急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用している病床に

ついては、適正化され将来的に削減されることとなるが、 

・急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用する病床において地域移

行支援機能を強化する方策 

・精神障害者の地域生活支援や段階的な地域移行のための病院資源の活用 

について議論し、取りまとめた。 

○なお、こうした構造改革のためには、必要な医療に人員と治療機能を集約できる財政

的な方策が併せて必要。 

○このような方策を進め、病床の適正化により将来的に不必要となった建物設備や、医

療法人等として保有する敷地等の病院資源は、精神科救急・急性期・回復期、重度か

つ慢性の入院機能、外来・デイケア・アウトリーチ等の機能又はその他の地域生活を

支えるための医療の充実、地域生活支援や段階的な地域移行のために向けられること

となる。 

○また、第４期障害福祉計画に係る国の基本指針においては、１年以上の長期在院者数

について、平成２９年６月末時点で平成２４年６月末時点と比べて１８％以上削減

することを目標値としており、併せて、医療計画における精神病床に係る基準病床

数の見直しを進めることとしている。 

○精神疾患に係る医療計画に関しては、障害福祉計画に基づく取組や、病院の構造改革

を踏まえ、基準病床数の設定や各地域ごとの医療機能の在り方について検討する。 

○また、精神病床数の将来目標については、「精神保健医療福祉の改革ビジョン」の評

価等を踏まえ、平成 27 年度以降に医療計画に反映することについて、今後検討する。 

 

（２）急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用する病床において地域

移行支援機能を強化する方策 

 病床が適正化され削減されるまでの過程において、当該病床を利用する精神障害者の

地域移行をより一層進めるため、以下の方策を検討する。なお、この強化する方策は、

医療法施行規則（病院に置くべき医師等の員数の標準）に沿った範囲で行うこととする。 

 

① スタッフの配置等 

・地域移行への支援や訓練に必要な職種を厚く配置する。 

・病院の管理者及びスタッフが積極的に地域移行支援に関われるよう、病院の管理者及

びスタッフ等に、地域移行に関する研修を行う。 

② ハード面での方策 

・外部との交流を推進する観点から、病院内外の者が集える場所を設ける。 

120
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・病院内設備については、より地域生活に即した形にする。 

③ ソフト面での方策 

a.外部との交流 

・精神障害者本人の意向を踏まえ、例えば保健所スタッフ、地域の相談支援事業者、

ピアサポーター等が精神障害者と面談を行う等外部との交流を推進する。 

 b.訓練等（地域移行に向けた訓練や支援をいう。）の進め方 

・本人中心の支援チームをつくり、医療と地域の役割分担ではなく、協働による支援

体制をつくる。 

・訓練等については、既存の医療サービスの他、既存の福祉サービスについても積極

的に活用する。 

・計画的な訓練や、退院に向けたクリティカルパスの作成などにより可能な限り早期に

退院できるように支援を行う。 

・訓練等の実施場所については、病院外施設を積極的に活用することとするが、地域に

おける体制整備が不十分な場合は院内で行う。 

c.訓練等の内容 

・訓練等については、より実際の地域生活につながる内容になるよう充実を図り、訓

練の場も生活の場となる地域(院外)を積極的に利用するようにし、本人の退院意欲

を向上させ、地域生活への移行を強力に促すものを中心に行う。 

・精神障害者自身が病状を適切に把握し、再発を予防できるようにする観点から、適

切にインフォームドコンセントを行うこと等により、自身の病気に関する理解を促

すとともに、適切な服薬や、困ったときの相談、病状悪化時の通院等ができるよう

になるといった自己管理のための訓練も行う。 

・リハビリテーションプログラム（作業療法を含む。）については、地域移行に必要な

能力の向上等を図るため、本人中心の支援を基本としつつ、地域住民、外部の支援

者、ピアサポーター等と交流する機会の提供や、地域生活の実際的なプログラム（外

部体験、内部職員やピアサポーター等による同行支援による外出等）等を積極的に

行う。 

・デイケアが必要な精神障害者については、地域移行を支援する観点から、地域生活

を送る精神障害者と同程度に受けられる機会を確保する。 

・高齢者等の運動能力の低下が危惧される精神障害者の訓練については、運動能力の

維持向上を図るため、理学療法等の身体的リハビリテーションを実施できる体制で

あるかを考慮する。 

d.その他 

・病院は精神障害者の地域移行を積極的に支援する（経済的な自立、退院後の居住先

の選定等）。 

・入院中の精神障害者が、退院後に利用可能な障害福祉サービス、介護保険サービス

について検討と準備（障害支援区分認定等を含む支給決定の申請手続及び要介護認

定の申請手続の周知等）ができるよう支援を行う。 

 

 

（３）精神障害者の地域生活支援や段階的な地域移行のための病院資源の活用 

○２．〔ア〕の退院に向けた支援を徹底して実施することにより、長期入院精神障害者
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の入院医療の必要性が低い精神障害者が利用している病床にはできる限り新たな精

神障害者が流入しないことが前提。そのため、回復期の病床の在り方について早急

に検討が必要 

○病院は医療を提供する場であることから、入院医療については、精神科救急・急性期・

回復期の精神障害者及び重度かつ慢性の症状を有する精神障害者に対するもの等に

人員・治療機能を集約することが原則であり、これに向けた構造改革が必要。 

○急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者については、２．の各種方策を徹

底して実施することにより、これまで以上に地域移行を進める。 

○その上で、急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用している病床に

ついては、適正化され将来的に削減されることとなるが、 

・急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用する病床において地域移

行支援機能を強化する方策 

・精神障害者の地域生活支援や段階的な地域移行のための病院資源の活用 

について議論し、取りまとめた。 

○なお、こうした構造改革のためには、必要な医療に人員と治療機能を集約できる財政

的な方策が併せて必要。 

○このような方策を進め、病床の適正化により将来的に不必要となった建物設備や、医

療法人等として保有する敷地等の病院資源は、精神科救急・急性期・回復期、重度か

つ慢性の入院機能、外来・デイケア・アウトリーチ等の機能又はその他の地域生活を

支えるための医療の充実、地域生活支援や段階的な地域移行のために向けられること

となる。 

○また、第４期障害福祉計画に係る国の基本指針においては、１年以上の長期在院者数

について、平成２９年６月末時点で平成２４年６月末時点と比べて１８％以上削減

することを目標値としており、併せて、医療計画における精神病床に係る基準病床

数の見直しを進めることとしている。 

○精神疾患に係る医療計画に関しては、障害福祉計画に基づく取組や、病院の構造改革

を踏まえ、基準病床数の設定や各地域ごとの医療機能の在り方について検討する。 

○また、精神病床数の将来目標については、「精神保健医療福祉の改革ビジョン」の評

価等を踏まえ、平成 27 年度以降に医療計画に反映することについて、今後検討する。 

 

（２）急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が利用する病床において地域

移行支援機能を強化する方策 

 病床が適正化され削減されるまでの過程において、当該病床を利用する精神障害者の

地域移行をより一層進めるため、以下の方策を検討する。なお、この強化する方策は、

医療法施行規則（病院に置くべき医師等の員数の標準）に沿った範囲で行うこととする。 

 

① スタッフの配置等 

・地域移行への支援や訓練に必要な職種を厚く配置する。 

・病院の管理者及びスタッフが積極的に地域移行支援に関われるよう、病院の管理者及

びスタッフ等に、地域移行に関する研修を行う。 

② ハード面での方策 

・外部との交流を推進する観点から、病院内外の者が集える場所を設ける。 

121
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○ｂ. 医療を提供する施設等以外としての活用（居住の場）については、医療法人等と

して保有する敷地等の資源や、病床の適正化により将来的に不必要となった建物設備

を居住の場として活用することが、現行法令下でも多くは可能であるが、グループホ

ームの活用のように現行法令下での規制では認められない方法を新たに認める場合

には、地域生活により近い生活が送れるよう、本人の自由意思の担保、自由な生活の

担保、第三者の関与、利用期間の設定等一定の条件の下に認めるべきとの意見が多か

った。一方、いかなる条件においても認めるべきでないという意見もあった。 

○可とする主な理由をまとめると、前述のような退院に向けた支援を徹底して実施して

もなお本人の自由意思として退院意欲が固まらない人が存在することから、 

・本人の意向に沿った選択肢の１つとして、 

・本来目指すべき地域生活への段階的な移行を進めるための手段の１つとして、 

認めるべきという意見であった。 

○他方、否とする主な理由をまとめると、 

 ・精神障害者は病院と同じ建物内や敷地内である限り、その自由意思は担保されず、

入院中と何ら変わらず地域生活とは言えない生活を強要される懸念があるため、認

めるべきではない 

 ・病院による精神障害者の抱え込みとなる懸念があるため、認めるべきではない 

 という意見であった。 

○いずれの立場においても、精神障害者が本来の居住の場でないところで暮らしている

という現状を改善することが必要であるとの認識は一致しており、現状を改善するた

めには、選択肢を増やすことが重要である。 

○したがって、医療法人等として保有する敷地等の資源や、将来的に不必要となった建

物設備等の居住の場としての活用のうち、当該居住の場が共同生活援助の指定を受け

る選択肢を可能とするために、既存の地域移行型ホームに関する基準を参考としつつ、

障害者権利条約に基づく精神障害者の権利擁護の観点も踏まえ、以下のような条件付

けを行うという留保をつけた上で、病床削減を行った場合に敷地内への設置を認める

こととし、グループホームの立地に係る規制（※）の見直し等必要な現行制度の見直

しを行うべきこと、また、見直し後の事業を自治体と連携して試行的に実施し、運用

状況を検証するべきことが多くの構成員の一致した考え方であった。 

※グループホームについては、現行においては、「住宅地又は住宅地と同程度に利用者

の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあり、かつ、入所施設又は病

院の敷地外にあるようにしなければならない」とされている。なお、各自治体が地

域の実情に応じて条例において別の定めをすることが可能。 

○また、現行法令下でも設置可能な居住の場については、これらの条件を踏まえた運営

が行われるよう十分配慮されることが望まれる。 

○検討会においては、構成員２５名のうち精神障害当事者２名を含む構成員から、あく

までも居住の場としての活用は否との強い意見があった。 

  

【共同生活援助としての指定を受けることを認めるための条件】 

・既存のグループホームの人員、設備及び運営に関する基準（※上記による見直しを

行う部分を除く）を遵守すること 

・精神障害者本人の自由意思に基づく選択の自由が担保されること 
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が地域移行していくことで、地域生活を支えるための医療の充実が必要となる。 

○２．〔ア〕の退院に向けた支援を徹底して実施してもなお、高齢等の理由により移動

に否定的な意向を持つ人や、病院の敷地内なら安心して生活できるという意向を持つ

人など、本人の自由意思として退院意欲が固まらない人が存在するという現実がある。 

○急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が、生活の場ではない、病院とい

う医療の場を居住の場としている状態は、精神障害者本人の権利擁護の観点、精神医

療の適正化の観点から、本来のあるべき姿ではない。また、長期入院精神障害者の半

数以上が６５歳以上であることを踏まえると、こうした状態を一刻も早く改善するこ

とが必要である。 

○これらの、急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が地域移行する際には、

地域生活に直接移行することが原則であるが退院に向けた支援を徹底して行っても

なお入院したままとなるのであれば、段階的な移行も含めて、入院医療の場から生活

の場に居住の場を移すことが必要である。 

○これについて、医療法人等として保有する敷地等の資源や、病床の適正化により将来

的に不必要となった建物設備を、精神障害者の段階的な地域移行や地域生活支援のた

めに活用することについて検討した。 

○これらの病院資源の有効活用については、病院の判断により、医療法等の関係法令を

遵守した上で、以下 a～cのいずれの選択肢も取り得る。 

 a.医療を提供する施設等としての活用（精神科救急・急性期病床、重度かつ慢性等の

精神障害者に医療を提供する病床、外来・デイケア、アウトリーチ、訪問診療・訪

問看護等の施設） 

 b.医療を提供する施設等以外としての活用（居住の場） 

※グループホームのほか、精神障害者以外の人も含めた住まいとして、軽費老人ホ

ーム、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け

住宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、民間の賃貸住宅等が考えられる。 

なお、医療法人は、基本的に明確に病院と区分した上で、グループホーム、軽

費老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高

齢者向け住宅等の設置を検討できる。それ以外の場合は、基本的に明確に病院と

区分した上で、病院の開設者と別の者が居住の場として施設を開設する必要があ

る。 

 c.医療を提供する施設等以外としての活用（居住の場以外） 

※宿泊型自立訓練事業所・短期入所事業所等の障害福祉サービス事業所、介護保険

サービス事業所、地域コミュニティのための施設等が考えられる。 

なお、医療法人は、基本的に明確に病院と区分した上で、宿泊型自立訓練事業

所・短期入所事業所等の障害福祉サービス事業所、介護保険サービス事業所等の

設置を検討できる。それ以外の場合は、基本的に明確に病院と区分した上で、病

院の開設者と別の者が居住の場以外の施設を開設する必要がある。 

○こうした中、a.の医療を提供する施設としての活用又は c.の医療を提供する施設等以

外としての活用（居住の場以外）については、現行法令に則って適宜行われるべきも

のであるが、こうした活用のされ方が病院の構造改革の流れの中で、地域生活を支え

るための医療・福祉の充実の観点や地域コミュニティとの関係を深める観点からより

推進されるようにすべきとの意見があった。 
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○ｂ. 医療を提供する施設等以外としての活用（居住の場）については、医療法人等と

して保有する敷地等の資源や、病床の適正化により将来的に不必要となった建物設備

を居住の場として活用することが、現行法令下でも多くは可能であるが、グループホ

ームの活用のように現行法令下での規制では認められない方法を新たに認める場合

には、地域生活により近い生活が送れるよう、本人の自由意思の担保、自由な生活の

担保、第三者の関与、利用期間の設定等一定の条件の下に認めるべきとの意見が多か

った。一方、いかなる条件においても認めるべきでないという意見もあった。 

○可とする主な理由をまとめると、前述のような退院に向けた支援を徹底して実施して

もなお本人の自由意思として退院意欲が固まらない人が存在することから、 

・本人の意向に沿った選択肢の１つとして、 

・本来目指すべき地域生活への段階的な移行を進めるための手段の１つとして、 

認めるべきという意見であった。 

○他方、否とする主な理由をまとめると、 

 ・精神障害者は病院と同じ建物内や敷地内である限り、その自由意思は担保されず、

入院中と何ら変わらず地域生活とは言えない生活を強要される懸念があるため、認

めるべきではない 

 ・病院による精神障害者の抱え込みとなる懸念があるため、認めるべきではない 

 という意見であった。 

○いずれの立場においても、精神障害者が本来の居住の場でないところで暮らしている

という現状を改善することが必要であるとの認識は一致しており、現状を改善するた

めには、選択肢を増やすことが重要である。 

○したがって、医療法人等として保有する敷地等の資源や、将来的に不必要となった建

物設備等の居住の場としての活用のうち、当該居住の場が共同生活援助の指定を受け

る選択肢を可能とするために、既存の地域移行型ホームに関する基準を参考としつつ、

障害者権利条約に基づく精神障害者の権利擁護の観点も踏まえ、以下のような条件付

けを行うという留保をつけた上で、病床削減を行った場合に敷地内への設置を認める

こととし、グループホームの立地に係る規制（※）の見直し等必要な現行制度の見直

しを行うべきこと、また、見直し後の事業を自治体と連携して試行的に実施し、運用

状況を検証するべきことが多くの構成員の一致した考え方であった。 

※グループホームについては、現行においては、「住宅地又は住宅地と同程度に利用者

の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあり、かつ、入所施設又は病

院の敷地外にあるようにしなければならない」とされている。なお、各自治体が地

域の実情に応じて条例において別の定めをすることが可能。 

○また、現行法令下でも設置可能な居住の場については、これらの条件を踏まえた運営

が行われるよう十分配慮されることが望まれる。 

○検討会においては、構成員２５名のうち精神障害当事者２名を含む構成員から、あく

までも居住の場としての活用は否との強い意見があった。 

  

【共同生活援助としての指定を受けることを認めるための条件】 

・既存のグループホームの人員、設備及び運営に関する基準（※上記による見直しを

行う部分を除く）を遵守すること 

・精神障害者本人の自由意思に基づく選択の自由が担保されること 
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が地域移行していくことで、地域生活を支えるための医療の充実が必要となる。 

○２．〔ア〕の退院に向けた支援を徹底して実施してもなお、高齢等の理由により移動

に否定的な意向を持つ人や、病院の敷地内なら安心して生活できるという意向を持つ

人など、本人の自由意思として退院意欲が固まらない人が存在するという現実がある。 

○急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が、生活の場ではない、病院とい

う医療の場を居住の場としている状態は、精神障害者本人の権利擁護の観点、精神医

療の適正化の観点から、本来のあるべき姿ではない。また、長期入院精神障害者の半

数以上が６５歳以上であることを踏まえると、こうした状態を一刻も早く改善するこ

とが必要である。 

○これらの、急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者が地域移行する際には、

地域生活に直接移行することが原則であるが退院に向けた支援を徹底して行っても

なお入院したままとなるのであれば、段階的な移行も含めて、入院医療の場から生活

の場に居住の場を移すことが必要である。 

○これについて、医療法人等として保有する敷地等の資源や、病床の適正化により将来

的に不必要となった建物設備を、精神障害者の段階的な地域移行や地域生活支援のた

めに活用することについて検討した。 

○これらの病院資源の有効活用については、病院の判断により、医療法等の関係法令を

遵守した上で、以下 a～cのいずれの選択肢も取り得る。 

 a.医療を提供する施設等としての活用（精神科救急・急性期病床、重度かつ慢性等の

精神障害者に医療を提供する病床、外来・デイケア、アウトリーチ、訪問診療・訪

問看護等の施設） 

 b.医療を提供する施設等以外としての活用（居住の場） 

※グループホームのほか、精神障害者以外の人も含めた住まいとして、軽費老人ホ

ーム、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け

住宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、民間の賃貸住宅等が考えられる。 

なお、医療法人は、基本的に明確に病院と区分した上で、グループホーム、軽

費老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高

齢者向け住宅等の設置を検討できる。それ以外の場合は、基本的に明確に病院と

区分した上で、病院の開設者と別の者が居住の場として施設を開設する必要があ

る。 

 c.医療を提供する施設等以外としての活用（居住の場以外） 

※宿泊型自立訓練事業所・短期入所事業所等の障害福祉サービス事業所、介護保険

サービス事業所、地域コミュニティのための施設等が考えられる。 

なお、医療法人は、基本的に明確に病院と区分した上で、宿泊型自立訓練事業

所・短期入所事業所等の障害福祉サービス事業所、介護保険サービス事業所等の

設置を検討できる。それ以外の場合は、基本的に明確に病院と区分した上で、病

院の開設者と別の者が居住の場以外の施設を開設する必要がある。 

○こうした中、a.の医療を提供する施設としての活用又は c.の医療を提供する施設等以

外としての活用（居住の場以外）については、現行法令に則って適宜行われるべきも

のであるが、こうした活用のされ方が病院の構造改革の流れの中で、地域生活を支え

るための医療・福祉の充実の観点や地域コミュニティとの関係を深める観点からより

推進されるようにすべきとの意見があった。 
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＜別紙＞ 

 

 ＜居住の場としての活用も可との意見＞ 

【活用の前提】 

・現行法令下でも、精神障害者に限定せず、精神障害者以外の人の利用を含めた居住

の場としての活用は可能。グループホームを含め、精神障害者が居住の場として利

用する場合は、権利擁護の観点からも人権侵害や不必要な管理等の行うべきではな

い制限や規則などを明確にすべき。 

 

【活用の場合に必要な条件として検討すべき事項（例）】 

・本人意向の最大限尊重、契約行為が前提であり、本人の自由意思を担保する仕組み

を設けるべき。（入居後も継続的に意向確認すべき） 

・精神障害者の入居時は第三者が関与すべき。 

・原則として利用対象者を現時点での長期入院精神障害者に限定すべき。 

・外部との面会や外出を自由にすべき。 

・食事、日中活動の場等の自由を担保すべき。 

・居住の場のスタッフについて、病院スタッフとの兼務は認めないこととすべき。 

・利用期間を限定すべき。 

・運営に係る第三者評価を行うべき。 

・入居後も本人の意思に沿った地域移行を促すべき。 

・地域における居住資源が不足している場合に限定して設置を認めるべき。 

・病院が地域から孤立していない場合に限定して設置を認めるべき。 

・高齢で介護を必要としている精神障害者向けの支援として検討すべき。 

・時限的な施設とすべき。（第三者が設置した場合は除く。） 

・構造的に病院から一定の独立性を確保すべき（外階段など）。 

 

 ＜居住の場としての活用は否との意見＞ 

 ・治療関係という主従関係をベースとした場所に居住の場を作ると、権利侵害が起き

る可能性が高い。権利侵害が起きる可能性は厳に回避すべき。 

 ・障害者権利条約から考えて、居住施設は認めるべきではないという前提のもと、居

住の場以外の議論をしっかり行うべき。 

 ・不必要となった建物設備を居住の場として使うのは、医療による精神障害者の抱え

込みの構図である。 
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例えば、当該居住の場の選択は精神障害者本人の自由意思で行われ、その他の選択

肢が示された上で選択がなされるようにすること 

・地域社会に包容され、参加する機会が確保されること 

例えば、居住の場が病院と明確に区別されるとともに、外出の自由が確保され、外

部からの自由な訪問が可能である等地域に近い環境にあること 

・プライバシーが尊重されること 

・地域移行に向けたステップとしての支援とし、基本的な利用期間を設けること 

 ※なお、具体的な条件については、別紙に掲げる「活用の場合に必要な条件として検

討すべき事項（例）」に挙げた事項等について検討するとともに、①運営者が病院

と同一法人であるか他法人又は個人であるか、②活用場所が入院機能も残っている

建物内か入院機能とは別の建物か、に応じた更なる条件について検討することが必

要である。 

 

 

  

124



15 
 

＜別紙＞ 

 

 ＜居住の場としての活用も可との意見＞ 

【活用の前提】 

・現行法令下でも、精神障害者に限定せず、精神障害者以外の人の利用を含めた居住

の場としての活用は可能。グループホームを含め、精神障害者が居住の場として利

用する場合は、権利擁護の観点からも人権侵害や不必要な管理等の行うべきではな

い制限や規則などを明確にすべき。 

 

【活用の場合に必要な条件として検討すべき事項（例）】 

・本人意向の最大限尊重、契約行為が前提であり、本人の自由意思を担保する仕組み

を設けるべき。（入居後も継続的に意向確認すべき） 

・精神障害者の入居時は第三者が関与すべき。 

・原則として利用対象者を現時点での長期入院精神障害者に限定すべき。 

・外部との面会や外出を自由にすべき。 

・食事、日中活動の場等の自由を担保すべき。 

・居住の場のスタッフについて、病院スタッフとの兼務は認めないこととすべき。 

・利用期間を限定すべき。 

・運営に係る第三者評価を行うべき。 

・入居後も本人の意思に沿った地域移行を促すべき。 

・地域における居住資源が不足している場合に限定して設置を認めるべき。 

・病院が地域から孤立していない場合に限定して設置を認めるべき。 

・高齢で介護を必要としている精神障害者向けの支援として検討すべき。 

・時限的な施設とすべき。（第三者が設置した場合は除く。） 

・構造的に病院から一定の独立性を確保すべき（外階段など）。 

 

 ＜居住の場としての活用は否との意見＞ 

 ・治療関係という主従関係をベースとした場所に居住の場を作ると、権利侵害が起き

る可能性が高い。権利侵害が起きる可能性は厳に回避すべき。 

 ・障害者権利条約から考えて、居住施設は認めるべきではないという前提のもと、居

住の場以外の議論をしっかり行うべき。 

 ・不必要となった建物設備を居住の場として使うのは、医療による精神障害者の抱え

込みの構図である。 
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例えば、当該居住の場の選択は精神障害者本人の自由意思で行われ、その他の選択

肢が示された上で選択がなされるようにすること 

・地域社会に包容され、参加する機会が確保されること 

例えば、居住の場が病院と明確に区別されるとともに、外出の自由が確保され、外

部からの自由な訪問が可能である等地域に近い環境にあること 

・プライバシーが尊重されること 

・地域移行に向けたステップとしての支援とし、基本的な利用期間を設けること 

 ※なお、具体的な条件については、別紙に掲げる「活用の場合に必要な条件として検

討すべき事項（例）」に挙げた事項等について検討するとともに、①運営者が病院

と同一法人であるか他法人又は個人であるか、②活用場所が入院機能も残っている

建物内か入院機能とは別の建物か、に応じた更なる条件について検討することが必

要である。 
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